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はじめに 

 

 

社会福祉法人の中・長期計画とは、法人のあるべき姿（将来構想）を設定し、そこへ到達す

るための道筋を示すものです。 

 その機能として、次の 3 つの機能と 4 つの効果があるとされています。 

  3 つの機能 

① ビジョンの具現化（組織のあるべき姿を公に提示する） 

② 経営管理（あるべき姿に向けて効率的に実行する） 

③ 関係者への説明（利害関係者へ活動の説明する） 

  4 つの効果 

① 理念の浸透 

② 伝達道具（コミュニケーション・ツール） 

③ 職員の経営参画意識の向上・人材育成 

④ 健全な財務体質 

 経営計画の計画は、経営を善循環にしていくための「きっかけ」と「仕組みづくり」になり

ます。 

 このような機能や効果がある経営計画についての認識は、内部要因として当法人は創立以来

の財政基盤の弱さのため、財政経営健全化の推進にあたり当該年度の運営にだけ固守し、策定

そのものにあまり意識・関心がなく今日まで推移しました。（振り返って重大な経営者責任であ

る） また、外部要因としては岩手県社会福祉協議会による福祉サービス第三者評価の受審（平

成 21 年度初審）の結果、3 度の受審とも法人の「中・長期経営計画の策定」を勧められた経過

がある。現在県内の法人では 300 法人のなかで約 150 法人が策定を終えて、その計画策定達成

率は約 50％と聞いています。 

 この度、経営健全化計画（平成 14 年～23 年）の 10 年間の総括を踏まえ（経営責任を明確

にして）、第 3 期目の計画（平成 24 年～28 年）を実施するなかで、平成 26 年度の新会計基準

の導入や社会福祉法改正で法人を取り巻く情勢が厳しくそれに沿って大きく変わろうとしてい

ます。 

 この状況のなかで、法人本体施設（みちのくみどり学園・もりおかこども病院）の老朽化に

伴う施設設備の劣化は日に日に進み、平成 26 年度みどり学園は「みちのくみどり学整備検討

委員会」で将来計画策定に取り組み、こども病院も「もりおかこども病院将来検討委員会」を

立ち上げ検討に入り、整備計画をもちましたが、机上的計画案で具体化に至りませんでした。 

 このなかで、いよいよ将来計画を伴う経営計画策定の必然性を役職員で痛感し、岩手県社会

福祉協議会や社会福祉法人経営者協議会と相談し、平成 27 年度に経営計画策定に着手しまし

た。具体的には 27 年度末を目途に法人の将来計画の工程表まで策定するとし、そのなかに施

設・病院の新築・改築計画を織り込むこととしました。 

 それには法人設立以来、初めて全職員が計画に参画し計画に着手しました。その検討ととり

まとめに時間を要し、平成 28 年度の今日になって取りまとめることができました。 
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第１章  社会福祉法人岩手愛児会 概要 

 

１ 岩手愛児会の概要 

 

 （１）所在地     〒020-0102 岩手県盛岡市上田字松屋敷 11 番地 14 

 

 （２）法人名     社会福祉法人岩手愛児会 

 

 （３）設立年月    昭和 32 年 4 月 

 

 （４）設置      財団法人設立認可  昭和 32 年 4 月 

            社会福祉法人認可  昭和 42 年 6 月 

 

 （５）施設規模・構造 

     ①鉄筋コンクリート造スレート陸屋根亜鉛メッキ鋼板葺 2 階建 校舎 

      一棟 1,992.43 ㎡ 

     ②鉄筋コンクリート造スレート陸屋根亜鉛メッキ鋼板葺 2 階建 病室 

      一棟 1,474.00 ㎡ 

     ③鉄筋コンクリート鉄骨造屋根 2 階建 診療所 

      一棟 1,003.22 ㎡ 

     ④鉄筋コンクリート造屋根 2 階建 校舎 

      一棟 1,554.12 ㎡ 

 

 （６）事業内容 

     ①第一種社会福祉事業 

      ・児童養護施設みちのく・みどり学園 

      ・情緒障害児短期治療施設ことりさわ学園 

（平成 29 年 4 月より児童心理治療施設ことりさわ学園に名称変更） 

     ②第二種社会福祉事業 

      ・医療施設もりおかこども病院 

      ・乳幼児等健康支援デイサービスたんぽぽ病児保育所 
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２ 岩手愛児会の沿革 

 

昭和 31 年  6 月  財団法人岩手愛児会設立 

昭和 32 年  4 月  虚弱児施設「みちのく・みどり学園」設置認可（定員 100 名） 

6 月  「みちのく・みどり学園」開園 

昭和 36 年 10 月  医療施設「みちのく・みどり学園療養所」開設（定床 30 床） 

昭和 42 年  6 月  法人格を社会福祉法人に変更 

昭和 44 年  3 月  みちのく・みどり学園療養所を「みどり学園小児病院」と改称 

昭和 52 年  5 月  盛岡市上田字松屋敷敷地内に移転新築工事完成（定員 80 名） 

昭和 53 年  4 月  岩手県立青山養護学校松園分校開校 

昭和 55 年  4 月  岩手県立松園養護学校開校 

昭和 57 年  3 月  NHK 厚生事業団奨励賞受賞 

昭和 57 年 12 月  みどり学園屋内温水プール落成 

昭和 60 年  4 月  みどり学園小児病院に思春期病棟 19 床併設 

昭和 62 年  4 月  情緒障害児短期治療施設「ことりさわ学園」開園（定員 50 名） 

  みどり学園小児病院の外来・検査部門、病棟部門を改修 

平成 2 年   2 月  みどり学園小児病院を「もりおかこども病院」と改称 

平成 4 年  11 月  岩手日報文化賞（社会部門）受賞 

平成 5 年   4 月  もりおかこども病院に（児童）精神科開設 

平成 7 年   6 月  乳幼児健康支援デイサービス「たんぽぽ病児保育所」開設（定員 6 名） 

平成 10 年  4 月  みちのく・みどり学園が児童福祉法改正により児童養護施設へ移行 

平成 11 年  4 月  もりおかこども病院が小児救急病院輪番制に参加実施 

平成 12 年  4 月  苦情解決システム第三者委員会設置 

平成 17 年  7 月  地域小規模児童養護施設「石川ホーム」開設（定員 6 名） 

平成 21 年  3 月  法人理念の制定 

4 月  岩手県立盛岡青松支援学校開校 

7 月  記録映画「葦牙」完成上映会 

平成 24 年  3 月  もりおかこども病院外来棟増設・CT 装置導入 

平成 27 年  4 月  地域小規模児童養護施設「盛合ホーム」開設（定員 6 名） 
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第２章 社会福祉法人岩手愛児会 基本理念・基本方針 

 

１ 基本理念 

 

 －子どもこそ原点－ 

  社会福祉法人岩手愛児会は、子どもこそ原点の思想のもと、どんな時代にも役職員一体と

なり、子どもの権利と意向を尊重し、その健全なる心身育成のために「先駆的・開拓的・受容

的」な姿勢を貫き、子どもやその家族に対して福祉と医療と教育の三位一体の連携による最善

の療育と養育を提供します。 

 

２ 基本方針 

 

 〔１〕 真に子ども達の施設（学園・病院）づくりをめざします。 

 〔２〕 すべての子ども達が心身共に健やかに育ち、社会で自立できるような施設づくりを

めざします。 

 〔３〕 社会と密接につながりながら、社会の中で開かれた施設づくりをめざします。 

 〔４〕 職員が子ども達のために働きがいのある施設づくりをめざします。 

 

 

３ 学園歌 

   昭和 42 年 11 月制定 
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第３章 中・長期経営計画 基本方針 

 

１ 経営理念 

 

 法人の基本方針である「子どもこそ原点」の理念を経営に反映し、そのため法人の機能（第

一種・第二種社会福祉事業）を相互に関連させながら、地域を幸福にするために計画的で持続

性のある経営を行うものである。 

 

 

２ ビジョン 

  

 「21 世紀こそ子どもの世紀に ～そのはじまりとして ひと・もの・こと創り～」 

 

   Ⅰ ひと：４施設の職員の融和と適材適所の人材確保 

       “子どもの夢を語り合うプロの福祉および医療の職員集団” 

 

   Ⅱ もの：老朽化の施設、病院の移転・改築を実現する経営の取り組み 

       “子どもに夢を与える施設の建設” 

 

   Ⅲ こと：近隣社会において、子育ち・子育て支援の拠点活動の取り組み 

       “地域の子どもが輝く事業の実践と創設” 

 

 

３ 現状分析 

  

  社会福祉法人岩手愛児会の強みや弱み、課題を挙げるために、平成 28 年 1 月～2 月に法人

全職員を対象に SWOT 分析シートを配布し取り組んでもらいました。（結果については、第

７章の付属資料として掲載） 

  回収したシートは、経営計画査定委員会作業部会でとりまとめ、分析を行ないました。 

 

４ 基本方針 

 

  社会福祉法人岩手愛児会は、社会福祉法人の使命を果たすため、次の基本方針に基づく経

営をめざします。 

  ただし、当法人は中・長期経営計画を初めて策定する状況にあり、この基本方針に基づい

て進んでいるものもあるが、まだ取り組みが不十分なもの、手の付いていないものもあるの

が現状です。今回は、この度実施した「現状分析（SWOT 分析）」において、課題として見

えた項目を中心に実践していきます。 
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  具体的な取り組み例については、各項目に付いてある整理番号で示し、これらは第４章に

「課題（弱み）の把握と解決の方向」課題解決シートで示しています。 

  さらに、第 5 章では各施設の整備計画、第 6 章では収支計画を示します。 

 

（１）役員・職員に関する基本方針（学習と成長の視点、業務プロセスの視点） 

   1）法人理事機能の強化 

     経営理念に基づき、めざす事業経営を実現するため、理事会機能の強化に努める。 

      ①専務理事体制の構築及び理事の人材の発掘 

      ②理事及び管理者研修の充実  【整理番号 1】 

   2）職員処遇の向上 

     良質な福祉人材を確保するため、賃金改善はもとより、それに留まらない職員処遇

全般の向上に取り組む。 

      ①職員の安全と健康の確保 

      ②処遇の現状把握、分析、課題抽出  【整理番号 2】 

      ③処遇改善にかかる計画の策定 

      ④福利厚生の充実 

      ⑤臨時職員への配慮と見直し 

      ⑥仕事と生活の両立に配慮した現場環境の確保 

   3）働きがいのある職場の実現  【整理番号 3】 

     円滑なコミュニケーションのもと、職員が仕事を通して成長と達成を実感できる職

場づくりを進める。 

      ①公正・公平な人事制度の構築 

      ②適正な仕事量と内容 

      ③研修等の機会の適正化 

      ④コミュニケーションが取りやすい職場環境   

      ⑤動機付けを意識した姿勢、取り組み 

   4）職員育成の充実  【整理番号 3】 

     法人の期待する職員像に基づき、職務能力の開発及び全人的な成長を目的とした人

材育成に取り組む。 

      ①人材育成制度の構築   

      ②職員が自分の将来に希望が持てる仕組みの構築 【整理番号 4】 

 

（２）利用者に関する基本方針（顧客の視点） 

   1）人権の尊重 

     利用者の自己決定と選択を尊重し、その権利擁護を実現するとともに、個人の尊厳

に配慮した良質かつ安心・安全なサービスの提供に努める。 

      ①虐待、身体拘束等を根絶する姿勢 

      ②職員に対する倫理教育の充実 

      ③利用者への十分な説明と同意に基づく福祉・医療サービスの提供 

      ④苦情解決、相談体制の整備 

      ⑤個人情報保護体制の整備 

   2）サービスの質の向上 
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     常に利用者の立場になり、良質かつ適切な福祉・医療サービスを提供するように努

める。 

      ①業務手順、マニュアルの策定 

      ②職員の教育、研修の充実 【整理番号 4】 

      ③職員参加による改善の取り組み  

      ④自己評価、第三者評価による点検 【整理番号 5】 

      ⑤地域子育て拠点事業の検討 

   3）社会・地域との連携 

     利用者の生活がサービスの中で完結することなく、家族や知人・友人・地域住民と

の関係が継続、さらに促進されるよう支援する。 

      ①退園・退院者及び保護者同士の交流の促進 【整理番号 6】 

      ②後援会活動の充実 【整理番号 7】 

      ③ボランティア等の積極的な受け入れ 【整理番号 8】 

      ④施設機能の活用 

      ⑤地域行事への積極的参加 

      ⑥防災の避難所としての充実 

   4）生活・ケア環境の充実 

     良質かつ安心・安全なサービスの提供を実現するため、利用者の生活環境・ケア環

境の整備に努める。 

      ①建物の大規模修繕、建て替え（新築） 第 5 章 法人施設整備計画 

      ②快適な建物の維持管理 

      ③防災設備の定期点検 

      ④実効性のある防災訓練の実施 

      ⑤感染対策の強化 

      ⑥衛生的な環境の整備 

      ⑦設備、遊具等の点検、整備 

      ⑧適正な定員管理 

      ⑨危機管理 

 

（３）経営に関する基本方針（財務の視点） 

   1）法令遵守（コンプライアンス）の徹底 

     社会福祉法人組織やその事業を実施する上で、関係法令はもとより、法人の理念や

諸規定、さらには広く社会的ルールやモラルを遵守した経営に努める。 

      ①ルールの明確化と周知の徹底 

      ②法令遵守（コンプライアンス）教育の徹底 

      ③運営費や補助金の適正な取り扱いの徹底 

   2）組織統治（ガバナンス）の確立 

     法令遵守を徹底し、公正かつ透明性の高い、適正な経営を可能にする、実効性のあ

る組織体制を構築して、組織全体を適切に統治する 

      ①組織統治機能の強化 

      ②業務執行機能の強化 

      ③内部統制機能の強化 
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      ④事業経営の透明性の確保 

   3）財務基盤の安定化 

     公益性の高い事業活動の推進及び信頼性の高い効果的・効率的経営の観点から、安

定的な財政基盤の確立と適切な財務管理、会計処理を行なう。 

      ①職務権限、役割の明確化 

      ②正確な計算書類の作成 

      ③財務状況の把握 

      ④適切な収益の確保 

      ⑤コスト意識の醸成 【整理番号 9、10】 

      ⑥適正な資金の運用 

   4）運営管理者の役割の遂行 

     社会福祉法人の経営管理者は、リーダーシップを発揮して「社会福祉法人行動指針」

の実践に努める。また、趣旨に反する事態が発生した場合は、経営者自らが問題解

決にあたる姿勢を明確にし、原因を究明するとともに説明責任を果たし、再発防止

に努める。 

      ①経営理念等の明確化 【整理番号 11】 

      ②自己研鑽 【整理番号 12】 

      ③次世代の育成 

      ④公益性の高い非営利組織の自覚 

      ⑤事業の将来性、継続性を見通した経営管理 

      ⑥効果的、効率的経営 

      ⑦責任を持った問題解決 

      ⑧公正かつ適正な利害関係者との関係 

 

（４）社会に対する基本方針（地域貢献の視点） 

   1）地域福祉の推進  【整理番号 13】 

     地域における福祉システムの構築に関わり、多様な関係機関、組織、個人と連携・

協同して地域福祉の課題に取り組む。 

      ①地域に開かれた法人づくり 

      ②多様な団体との連携、協力 

      ③福祉、医療に対する理解の促進 

      ④まちづくりへの貢献 

   2）公益的取り組みの推進  【整理番号 13】 

     地域の生活課題、福祉需要に即応した、社会貢献的な取り組みに努める。 

      ①新たな福祉需要への対応  

      ②環境、防犯、防災等と多様な生活課題への取り組み 

      ③一法人一実践の地域貢献の取り組み  

   3）説明責任の徹底 

福祉サービスの社会に与える影響の大きさを自覚し、利用者、地域とのコミュニケ

ーションを図るとともに、積極的な情報開示、情報提供等に努め、説明責任を果た

す。 

      ①法人の業務及び財務等の情報開示 【整理番号 14】 
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      ②法人、施設情報の提供 

      ③苦情、相談内容の公表、説明 

      ④情報管理の徹底 

   4）行政との連携・協力の推進 

     地域の福祉推進に向けて、行政との連携・協力を図り、かつ健全な関係を保持する。 

      ①地域福祉計画等への参画 

      ②災害支援等への協力 【整理番号 15】 

      ③地方公共団体への政策提言 

      ④行政と適正な関係の保持 

      ⑤県立盛岡青松支援学校、地域小中学校との連携強化 

 

５ 計画の進行管理 

   

  この社会福祉法人岩手愛児会中・長期経営計画の進行の管理や見直しについては、経営計

画策定委員会が定期的にそのモニタリングを行います。 
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第４章 課題（弱み）の把握と解決の方向 

 

整理番号 1 理事及び管理者研修の充実 

事業名 理事、評議員及び管理職研修の充実 整理番号 1 

基
本
方
針
体
系 

大分類 
（１）役員・職員に関する基本方針 

  （学習と成長の視点・業務プロセスの視点） 
計画区分 

中分類 1）理事機能の強化 中期 長期 

小分類 ①理事、評議員及び管理職研修の充実 新規・継続の別 

責任者 法人会長 新規 継続 

担当者 事務局長 
  

事業の概要 

 社会福祉法が改正されて、社会福祉法人は新たな時代を迎え、公共的・

公益的かつ信頼性の高い経営実践が求められてきている。その意味におい

ても、理事・評議員及び各施設管理者（管理職）の経営者意識の向上が不

可欠となってきており、理事会機能等の強化を図るため、研修会を実施す

る。 

課題 

 「子どもこそ原点」の理念に基づいて、福祉・医療・教育を一体とした

事業を行なってきたが、法人としてのビジョンや中長期経営計画等が示さ

れていなかったなどの課題があり、めざす事業運営を実現できていない。 

解決方法 

強化対策 

・理事、評議員及び各施設管理者研修を経営者協議会や県社協の力を借り

て実施する。（年 1 回の講演会等の実施） 

 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 検討 １回 １回 １回 １回 
見直し 

継続 

見直し 

継続 

必要財源（千円）   50 50 50 50   

その他 
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整理番号 2 法人職員のデータベース化 

事業名 法人職員のデータベース化 整理番号 2 

基
本
方
針
体
系 

大分類 
（１）役員・職員に関する基本方針 

  （学習と成長の視点・業務プロセスの視点） 
計画区分 

中分類 2）職員処遇の向上 中期 長期 

小分類 ②処遇の現状把握、分析、課題抽出 新規・継続の別 

責任者 事務局長 新規 継続 

担当者 木村事務副部長、新田主任事務員、大沼事務員 
  

事業の概要 

 良質な福祉・医療に関わる人材を確保し、また在職する職員の処遇向上

のため、法人職員のデータベース化を行ない、法人職員の人事管理へと結

びつける。 

課題 

人事・労務管理が各施設でバラバラであり、法人職員の年齢構成、勤続

年数、離職率、資格保有率などのデータが蓄積・分析がされず、人事や職

員採用などにいかされていない。 

解決方法 

強化対策 

・法人職員の人事データを蓄積・分析して職員処遇の課題抽出を図る。 

 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 検討 
データ 

収集開始 
継続 継続 継続 

見直し 

継続 

見直し 

継続 

必要財源（千円）         

その他 
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整理番号 3 法人職員参加による、法人内組織の充実をめざした取り組み 

事業名 
法人職員参加による、法人内組織の充実をめざし

た取り組み 
整理番号 3 

基
本
方
針
体
系 

大分類 
（１）役員・職員に関する基本方針 

  （学習と成長の視点・業務プロセスの視点） 
計画区分 

中分類 

2）職員処遇の向上 

3）働きがいのある職場の実現 

4）職員育成の充実 

中期 長期 

小分類  新規・継続の別 

責任者 事務局長 新規 継続 

担当者 各施設より 2 名選出 
  

事業の概要 

 法人職員参加のもと、人材育成制度、研修制度、広報活動、法人職員の

親睦をめざした組織などについて検討する場（委員会）を設定し、実際に

法人内部に新たな組織を創設する。 

課題 

・法人としての人材育成ビジョンおよび、研修制度がない。 

・法人内に広報活動を行う組織が「学園だより編集委員会」と「法人ホー

ムページ作成委員会」と併存している。  

・各施設職員同士の交流が希薄であり、親睦を目的とした組織は各施設独

自に存在するのみである。 

解決方法 

強化対策 

各施設より職員を選抜し、法人内組織の改編、新規設立に向けた検討を

行う委員会を設け、実際に立ち上げや改編が必要な組織の設立を行う。そ

の委員会の名称や、組織の運営方法、役割分担などについては、その委員

会に一任する。 

・検討項目整理番号 4 ,8 ,10-3 ,12 ,14 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 設立 
検討 

実施 

継続 

検討 

継続 

検討 

継続 

検討 
見直し 見直し 

必要財源（千円）         

その他 
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整理番号 4 法人職員研修制度の構築 

事業名 法人職員研修制度の構築 整理番号 4 

基
本
方
針
体
系 

大分類 
（１）役員・職員に関する基本方針 

  （学習と成長の視点・業務プロセスの視点） 
計画区分 

中分類 4）職員育成の充実 中期 長期 

小分類 

①人材育成制度の構築 

②職員が自分の将来に希望が持てる仕組みの構 

築 

新規・継続の別 

責任者 事務局長 新規 継続 

担当者 整理番号 3 で組織した委員会で選定 
  

事業の概要 

 法人や各施設が求める職員像に基づいて、職務能力や全人的な成長を目

的とした資格取得のための支援体制や制度等を整備して、職員自身が将来

への見通しの持てる仕組み作りを行なう。 

課題 

 各施設は人材育成について長年課題としてきたが、現状は人材の確保す

ら難しい状況である。法人としての人材育成のビジョンがないため、各施

設や個人の判断、努力によって行われてきたところがあり、日々の業務に

忙殺される中では、職員自らが自身の将来像を描くことはきわめて難しい。 

解決方法 

強化対策 

整理番号 3 で設置した委員会で、法人内に職員研修制度を構築するため

の組織を検討し、実際に立ち上げる。法人研修委員会（仮）では、法人の

人材育成ビジョンとその具体的な研修制度を検討、構築し、実際に実施を

していく。 

 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 検討 
検討 

整備 
実施 実施 実施 見直し 見直し 

必要財源（千円）         

その他 
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整理番号 5 福祉サービス第三者評価の受審 

事業名 福祉サービス第三者評価の受審 整理番号 5 

基
本
方
針
体
系 

大分類 （２）利用者に関する基本方針（顧客の視点） 計画区分 

中分類 2）サービスの質の向上 中期 長期 

小分類 ④自己評価、第三者評価による点検 新規・継続の別 

責任者 各施設長 新規 
継続 

担当者 担当者 
  

事業の概要 

 法人の経営ビジョンや中長期経営計画が策定されたので、子どもの権利

擁護のために「福祉サービス第三者評価」を受審して、よりサービスの質

の向上を図ることとする。 

課題 

 平成 27 年度に５回目の受審をしたが、ガイドラインの見直しや法人とし

ての中長期経営計画が策定されていなかったこともあり、評価結果は全般

的に厳しい評価となった。各項目について今後の施設運営や支援の標準的

な基礎を各職員が認識し、今後の支援にいかす必要がある。 

 また、病院についても、自己評価を実施する。 

解決方法 

強化対策 

・社会的養護関連施設は３年に一度の受審が義務付けられているが、法人

の中長期経営計画が策定されたことを受けて、２年目となるが平成 29

年度に「福祉サービス第三者評価」を受審する。 

・病院については自己評価を実施。 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 
自己 

評価 
受審 

自己 

評価 

自己 

評価 
受審 継続 継続 

必要財源（千円）   650   650   

その他 
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整理番号 6 創立 60 周年記念事業の開催 

事業名 創立 60 周年記念事業の開催 整理番号 6 

基
本
方
針
体
系 

大分類 

（１）役員と職員に関する基本方針（学習と成長

の視点） 

（２）利用者に関する基本方針（顧客の視点） 

計画区分 

中分類 
3）働きがいのある職場の実現 

3）社会・地域との連携 

中期 
長期 

小分類 
⑤動機付けを意識した姿勢、取り組み 

①退園・退院者及び保護者同士の交流の促進 
新規・継続の別 

責任者 会長 新規 継続 

担当者 記念事業準備委員会 
  

事業の概要 

 平成 29 年度に岩手愛児会が創立 60 周年を迎えるにあたり、近未来の愛

児会を創るためのシンポジュウム「21 世紀こそ子どもの世紀に…」を開催

し、次期リーダーを育成すると同時に、法人の事業を社会に発信する機会

とする。関係者も含め職員 OB や退園・退院者及び父母の会 OB 等同士の

交流の場としても実施し、今後の法人事業への支援を呼びかけていく。 

課題 

 法人の事業の取り組みとしては、社会や地域からも一定の評価を受けて

いるが、法人の近未来を担う次期リーダー育成がなされていない。 

 現在同窓会の活動が休止しており交流の場がなく、現況を知る機会が減

少している。職員自身の成長や達成を実感する意味で、退園・退院者や父

母の会 OB 等との交流の場は必要であり、今後の支援のあり方を検証する

意味でも必要と考える。 

解決方法 

強化対策 
 創立 60 周年記念事業準備委員会を立ち上げて準備する。 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 準備 実施      

必要財源（円）         

その他 
平成 29 年 6 月 17 日（土）開催予定 

（ホテルメトロポリタンニューウイング） 
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整理番号 7 後援会組織「杏の会」活動の再編 

事業名 後援会組織「杏の会」活動の再編 整理番号 7 

基
本
方
針
体
系 

大分類 （２）利用者に関する基本方針（顧客の視点） 計画区分 

中分類 3）社会・地域との連携 中期 
長期 

小分類 ②後援会活動の充実 新規・継続の別 

責任者 木村理事（杏の会会長） 新規 継続 

担当者 各施設担当者 
  

事業の概要 

 各施設の療育・養育に関しては、社会や地域からも一定の評価を受けて

おり、それをいかした取り組みが今後望まれるところである。対外的な評

価だけではなく、家族や地域住民の信頼をさらに得ていくためには、継続

した取り組みが求められており、後援会組織の再編とともに、父母の会 OB

等への働きかけ、組織そのものの拡充をめざし、将来の新築移転に備えて

いく。 

課題 

 法人の後援会組織「杏の会」は、平成 2 年に組織され、法人全体の運営

面での支援活動を行なってきたが、前会長の逝去にともない、活動が休止

状態になっていた。平成 26 年度に関係者の再協議のもと、療育センターの

子ども達の支援を活動の主体とすることを確認して、役員等を選出したが

活動は限定的となっている。 

解決方法 

強化対策 

 父母の会と連動して、支援活動ができるように後援会組織を再編し、組

織の拡充をめざす。 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 検討 再編 拡充 拡充 拡充 見直し 見直し 

必要財源（千円）   10 10 10 10   

その他 
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整理番号 8 ボランティアの受け入れ及び養成 

事業名 ボランティアの受け入れ及び養成 整理番号 8 

基
本
方
針
体
系 

大分類 
（２）利用者に関する基本方針（顧客の視点） 

             （地域貢献の視点） 
計画区分 

中分類 3）社会・地域との連携 
中期 

長期 

小分類 ③ボランティア等の積極的な受け入れ 新規・継続の別 

責任者 事務局長 新規 継続 

担当者 整理番号 3 で組織した委員会で選定 
  

事業の概要 

 法人としてボランティアの受け入れ規定やマニュアルを統一して策定

し、積極的に受け入れ、地域における多様な関係機関や団体、個人と協同

して地域福祉の課題に取り組む。 

課題 

 現在、各施設それぞれでボランティアの受け入れを行なっているが、法

人としてボランティアの受け入れ体制は整っていない。事故や不測の事態

に対応したボランティア保険の加入等の受け入れ規定やマニュアルを策定

する必要がある。 

解決方法 

強化対策 

・整理番号 3 で組織された委員会にて検討、設置をする。 

・ボランティア受け入れ規定及びマニュアルの策定をする。 

・ボランティアの養成講座を開催する。 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 検討 
検討 

設置 
継続 継続 継続 

規定の 

見直し 

規定の 

見直し 

必要財源（千円）    30 30 30   

その他 
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整理番号 9 コストの削減 

事業名 水道、光熱費の削減 整理番号 10－1 

基
本
方
針
体
系 

大分類 （３）経営に関する基本方針（財務の視点） 計画区分 

中分類 3）財務基盤の安定化 
中期 

長期 

小分類 ⑤コスト意識の醸成 新規・継続の別 

責任者 事務局長 新規 継続 

担当者 各施設の担当者 
  

事業の概要 

 効果的・効率的経営の観点から、法人事務局でデータを集約して、統計

を取る中で、各施設の削減努力目標を数値化し、水道・光熱費の削減を行

なう。また、各施設の諸会議の見直しを行ない、効果的及び効率的な諸会

議を再構築して、コスト意識を持った事業活動を推進する。 

課題 

・安定的な財政基盤を確立していくために、効果的・効率的な経費の削減

が必要である。特に水光熱費は原油価格の高騰や、電気料金の値上げ等

があり、各施設負担増となっている。 

・事業の特性から、職員同士の情報共有が望まれる中で、会議や打ち合わ

せが多くなり、効果的・効率的な観点での会議や打ち合わせがなされて

いない。非効率的な長時間の会議を回避するためには、事前の資料提供

や分かりやすい資料の作成等の工夫が必要である。時間においても、各

職員がコスト感覚を持つことが必要である。 

解決方法 

強化対策 

・水道、光熱費のデータを数値化して削減目標を設定、月ごとの数値を公

表（見える化）して、コスト削減の職員意識の醸成を図る。 

・法人全体職員会議や各施設での会議の見直しを行ない、効率的な会議の

あり方を検証する。協議次第や資料を事前に配布し、職員の理解度を深

め効率的な会議を構築する。 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 
削減目標

の検討 

削減目標

の設定 
検証 検証 検証 見直し 見直し 

必要財源（千円）         

その他 
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整理番号 10 法人の PC ネットワーク化 

事業名 法人の PC ネットワーク化 整理番号 10 

基
本
方
針
体
系 

大分類 （３）経営に関する基本方針（財務の視点） 計画区分 

中分類 3）財務基盤の安定化 中期 長期 

小分類 ⑤コスト意識の醸成 新規・継続の別 

責任者 事務局長 新規 継続 

担当者 整理番号 3 で組織した委員会で選定 
  

事業の概要 

 法人内各施設の PC（パソコン）をネットワークで結び、文書管理（起案、

予算など）、職員管理（労務関係、各種手続き）、各種マニュアルなどの共

有などの業務省力化を図り、職員の財務状況の理解を含め、コスト意識を

高める。 

課題 

・法人事業や活動に関する文書書式、管理等が統一されていない。 

・法人における個人情報の扱い、パソコンやインターネットの管理規定が

ない。 

・法人の規模が大きいため、各職員がコスト感覚を持つことが難しい。 

・財務状況の理解度が低い。 

解決方法 

強化対策 

・整理番号 3 で立ち上げた委員会にて、組織の立ち上げを行う。 

・法人における個人情報および、パソコンなどの IT 機器における管理運営

規定を定める。 

・各施設をネットワークで結ぶため、法人業務用の PC を設置する。 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

  
検討 

組織設置 
導入 継続 継続 見直し 見直し 

必要財源（千円）         

その他 
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整理番号 11 経営理念等の共有化 

事業名 経営理念等の共有化 整理番号 11 

基
本
方
針
体
系 

大分類 （３）経営に関する基本方針（財務の視点） 計画区分 

中分類 4）運営管理者の役割の遂行 中期 長期 

小分類 ①経営理念等の明確化 新規・継続の別 

責任者 事務局長 新規 継続 

担当者 主任事務員 
  

事業の概要 

 法人の中長期経営計画において、法人の経営ビジョンが策定された。法

人経営理念を職員に周知させ、法人と職員の将来に対する自覚と責任を明

確にしていく。 

課題 法人としての経営ビジョンが浸透していない。 

解決方法 

強化対策 

 ・法人各職員の身分証の更新および、クレド（経営理念）の掲載 

 ・名刺等への掲載 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 検討 作成 継続 継続 継続 見直し 見直し 

必要財源（千円）   10 10 10 10   

その他 
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整理番号 12 法人職員研究発表会の再開 

事業名 法人職員研究発表会の再開 整理番号 12 

基
本
方
針
体
系 

大分類 （３）経営に関する基本方針（財務の視点） 計画区分 

中分類 4）運営管理者の役割の遂行 
中期 

長期 

小分類 ②自己研鑽 新規・継続の別 

責任者 事務局長 新規 継続 

担当者 整理番号 3 で組織した委員会で選定 
  

事業の概要 

 職員研究発表会を開催して、療育・養育の内容を内部・外部に公表（発

表）することで、職員自身の自己研鑽を促し、良質かつ適切な福祉・医療

サービスの提供に努めていく。 

課題 

 各施設独立運営のもとで、現場同士の交流も希薄になりつつある。お互

いの療育・養育内容が見えにくい状況にあり、職員個々のスキルアップを

図るためにも、実践内容を研鑽し合う場が必要である。 

解決方法 

強化対策 

・整理番号 3 で立ち上げた組織で、組織の設置検討を行う 

・法人研修委員会を立ち上げ、職員研修制度を整備する 

・職員の職員研究発表会等を開催する 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 講演会 
研究発表

会の開催 
継続 継続 継続 見直し 見直し 

必要財源（千円）  30 30 30 30 30   

その他 
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整理番号 13 地域ニーズの把握と地域貢献 

事業名 地域ニーズの把握と地域貢献 整理番号 13 

基
本
方
針
体
系 

大分類 （４）社会に対する基本方針（地域貢献の視点） 計画区分 

中分類 
1）地域福祉の推進 

2）公益的取り組みの推進 
中期 長期 

小分類  新規・継続の別 

責任者 法人会長 新規 継続 

担当者 法人事務局 
  

事業の概要 

 地域福祉における福祉システムの構築に関わり、多様な関係機関、組織、

個人と連携・協同して地域福祉の課題に取り組むため、地域の生活課題、

福祉需要に即応した、社会貢献的な取り組みに努め、法人の特色をいかし

た新たな事業を展開する。 

課題 

・地域の福祉・医療需要についての資料やデータ等を法人として把握でき

ておらず、地域貢献に対する職員の意識も低い。 

・地域の環境や防犯、防災を含めて地域の多様なニーズに即応した取り組

みが社会福祉法人として求められているが、それができていない。 

・事業の特色から、社会とのつながりは意識しているが、職員の地域に対

する意識が希薄である。 

解決方法 

強化対策 

・IWATE あんしんサポート事業に参画する。 

・法人における地域貢献のあり方、方法について岩手県社会福祉協議会や

社会福祉法人経営者協議会と連携を図りながら、検討を進めていく。 

・地域の町内会・自治会、民生児童委員と連携を図り、地域のニーズとそ

の対応について協議・検討を行う。 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 検討 
検討 

実施 
実施 実施 実施 見直し 見直し 

必要財源（千円）         

その他 
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整理番号 14 広報及びホームページの充実による情報発信 

事業名 広報及びホームページの充実による情報発信 整理番号 14 

基
本
方
針
体
系 

大分類 （４）社会に対する基本方針（地域貢献の視点） 計画区分 

中分類 3）説明責任の徹底 中期 長期 

小分類 ①法人の業務及び財務等の情報開示 新規・継続の別 

責任者  事務局長 新規 継続 

担当者 
 学園だより編集委員会 

ホームページ作成委員会 

  

事業の概要 

 法人の広報活動として、従来の学園だよりを刷新し、紙面の編集や発行

方法などを見直しながら、法人としての広報活動を担っていく。同時に、

ホームページを活用して療育や養育内容を社会・地域に積極的に発信し、

法人に対する理解の促進や説明責任を果たしていく。あわせて寄付金の呼

びかけ等も行なっていく。 

課題 

 法人が社会や地域に対して責任を果たしていくための情報（業務や財務

等）公開や、福祉・医療サービスを積極的にアピールするなどの地域への

発信力（PR 活動や営業の視点）が不足している。 

解決方法 

強化対策 

・整理番号 3 の検討委員会でその組織について検討、設立を行う。 

・学園だより編集委員会、ホームページ運営委員会を法人の広報部として

組織化および予算化をする。 

・学園だよりのホームページ掲載及びメール配信を協議する。 

・法人ホームページの随時更新。 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 検討 
検討 

実施 
継続 継続 継続 見直し 見直し 

必要財源（千円）         

その他 
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整理番号 15 法人防災マニュアルの作成 

事業名 法人防災マニュアルの作成 整理番号 15 

基
本
方
針
体
系 

大分類 （４）社会に対する基本方針（地域貢献の視点） 計画区分 

中分類 3）行政との連携・協力の推進 中期 長期 

小分類 ②災害支援等への協力 新規・継続の別 

責任者 事務局長 新規 継続 

担当者 法人防災委員会 
  

事業の概要 

 盛岡市や松園地域の防災計画と連動した、災害時における地域住民の受

け入れ対応（福祉避難所）や、災害支援の協力に関するマニュアルを策定

し、地域の安心・安全を支える法人としての役割を推進する。 

課題 

 東日本大震災以降、各施設で防災マニュアルや防災食及び自家発電用の

軽油の備蓄、非常用自家発電の整備等を行なってきたが、地域の安心・安

全を支える社会福祉法人としての役割を果たすための地域の防災計画と連

動した、法人として統一した防災マニュアルが策定されていない。 

解決方法 

強化対策 

 法人防災委員会において、未策定のマニュアルに関しては、速やかに策

定する。また、防犯対策においても、今後検討していく。 

年次計画（平成） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 10年後 15年後 

 検討 
検討 

策定 
実施 実施 実施 見直し 見直し 

必要財源（千円）         

その他 
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第５章 法人施設整備計画 

 

 

 社会福祉法人岩手愛児会中・長期経営計画の基本方針に基づき、法人では下記の通りに施設

整備計画を進めます。 

 第一種社会福祉事業である児童養護施設みちのく・みどり学園は、岩手県家庭的養護推進計

画（平成 28 年 3 月）に基づき、平成 31 年に着工、32 年に開設します。ことりさわ学園は、

みちのく・みどり学園の新築完成以降に改築計画を持ちます。第二種社会福祉事業のもりおか

こども病院は、岩手県の小児医療体制の推移を見ながらすすめていきます。 

 

 

１ みちのく・みどり学園の整備計画 

 

（１）移転新築の必要性 

  児童養護施設みちのく・みどり学園は、昭和 32 年に虚弱児施設として開設し、昭

和 52 年に現在地に移転した。平成 10 年に児童福祉法の一部改正により、児童養護

施設になり 39 年経過し、建物及び付属施設の老朽化が進み児童の養育に支障をきた

している。 

    このようなことから岩手県家庭的養護推進計画に沿い、小規模ケア・子育て支援

の拠点として全面新築を行うものとする。 

 

（２）整備の基本方針 

    地域貢献でき社会のニーズに応じられるよう法人の「子どもこそ原点」の基本理

念に沿い、地域に開かれた施設を目指す。 

そのため施設の快適性と安全性を確保し、子どもの権利擁護の保障及び自立の観

点から、子どもの最善の利益が守られるように施設整備する。 

 

（３）施設の機能 

   1）現行の 8 人部屋を解消し、入所児童のプライバシーが保障され、安全安心の日々

の暮らしのなかで、支援する大人と子どもが豊かなコミュニケーションがとれる

よう、敷地内に小規模グル―ルケアの居住施設を設置する。 

さらに松園地域に地域小規模児童養護施設を 3 箇所と小規模グループケアを

設置し、家庭的養護の推進を行う。 

   2）本体施設には法人の特徴的な機能を生かし（小児病院・病弱児支援学校隣設）医

療的に特別な支援の必要な要養護児の養育体制をとる。 

   3）地域社会における公益性の確保のため、子育て短期支援事業のための推進室と一

時保護委託室を設置する。 

 

（４）施設の場所 

    法人グランド 
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（５）施設の定数・規模 

    本体施設（平屋 RC）管理棟小規模グループケア（幼児）8 名×1 棟  8 名 

              小規模ケアグループケア     8 名×1 棟  8 名 

            （一時保護小規模グループケア）   6 名×1 棟  6 名） 

    敷地内ユニット   小規模グループケア       7 名×2 棟 14 名 

    地域        地域小規模児童養護施設     6 名×3 棟 18 名 

    施設総定数                           48 名 

 

（６）施設整備費 

1）建築工事費（見込み）330,412 千円 

管理棟            204,700 千円（230 坪×890 千円) 

敷地内            125,712 千円 

（A・B 棟 97 坪×648 千円＋C・D 棟 97 坪×648 千円） 

2）その他外構工事    15,000 千円（敷地内道路・芝生等） 

                       計   345,412 千円 

消費税（10％）      34,541 千円 

設計監理料          18,000 千円 

設備備品費          10,000 千円 

合計          407,953 千円 

 

（７）財源内訳 

概算事業費（財源区分）次世代育成支援対策施設整備交付金（28 年度参考） 

1） 区分 中分類    

2） 施設整備 大規模修繕等    

3） 事業の種類 児童福祉施設 児童福祉法第 35 条第 2 項又は第 3 項 

  合計基礎点数千円を乗じた額を交付金基礎額とする 

4） 本体工事費 本体 2,890×30 人 ＝ 86,700 千円 

  初年度設備相当加算  50×30 人（改築半額） ＝ 750 千円 

  小規模ケア  4,470×4 か所 ＝ 17,880 千円 

  心理療法    15,280 千円 

  子育て支援短期 1,060×定員 2 名 ＝ 2,120 千円 

  初年度設備相当加算  43×2 名（改築半額）  ＝ 43 千円 

  親子生活訓練整備加算    2,950 千円 

  地域交流ホール（防災拠点）  ＝ 11,690 千円 

  初度設備相当加算  ＝ 636 千円 

  一時保護処遇環境整備（小規模ケア） ＝ 29,516 千円 

5） 交付基準額    合計 167,565 千円 

6） 対象事業の実施額  総事業費 379,953 千円÷2  211,132 千円 

7） 国の交付金（1/2） 5）167,565 千円 ＜ 6）189,976 千円 167,565 千円 

8） 県の交付金（1/4）    83,782 千円 

9） 合計交付金額 5）＋6）   合計 251,347 千円 

10） 独立行政法人福祉医療機構借入金    120,000 千円 

11） 自己財源    36,606 千円 

法人負担（寄付等 20,000 千円以上を目標） 

  合 計 407,953 千円 
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（８）配置図および展開図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）建築年度計画（「岩手県家庭的養護推進計画」に基づく取組計画）※平成 28 年 4 月改訂 

    平成 29 年度 地域小規模児童養護施設３カ所目開設、本体 45 名（定員 63 名） 

    平成 31 年度 新施設着工 

    平成 32 年度 新施設開設 
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２ ことりさわ学園の整備計画 

 

  ことりさわ学園の整備計画は、法人における各施設の整備計画の優先順位から、みちのく・

みどり学園、もりおかこども病院の建て替え終了後の検討予定となっている。しかし、平成

29 年度にことりさわ学園は創立 30 周年を迎え、建物の構造的問題や子ども達の生活環境面

からも、入所児童の変容に対応できなくなりつつあるのが現状である。 

  学園設立当時（昭和 62 年）は、小学生の低学年を対象とした建物の構造であり、施設設

備においても同様に、小学生をモデルに設置されていることから、この間何度か改修や改築

を実施し、何とか対応してきている。子ども達の居室を和室（畳）から洋室（ベッド）に変

えたり、遊技治療室を高校生男子の居室に改修（平成 12 年）、女子の浴室やトイレ、洗面所・

洗濯場を女子棟内に設置（平成 26 年）するなど、その他にも調理実習室や造形室の整備等々

を重ねながら随時対応をしてきたが、中高校生が 8 割を超える中では治療構造上厳しい現状

にある。 

  平成 28 年度現在、情緒障害児短期治療施設は全国で 45 施設となっているが、一方で暫定

定数となっている施設が 4 割近くあるという現状もあり、首都圏と地方都市との格差がはっ

きりしてきている。長期的には、今後さらに少子化の傾向が進むことが見込まれる中で、こ

とりさわ学園は平成 24 年度より 5 年連続で暫定定数となり、施設運営上でも支障をきたし

ている。虐待や愛着、さらに発達に課題を持つ子ども達の入所に加えて、以前は対象とされ

てこなかった精神科領域の子ども達の入所が増えてきている。精神科医療機関への受診は 7

割を超え、6 割が服薬を必要としている。過密な生活環境からおこる刺激等の軽減を図るこ

とが急務として、定数を削減する方向で関係機関と協議を重ねてきたが、まだ実現に至って

いない。今後も、県の家庭的養護推進計画の推移を見ていく中で、県や児童相談所と協議を

していく方向としているが、職員配置の観点からも、平成 30 年度には定数を 40 名とするこ

とで改善をはかりたい。 

  子ども達が落ち着いた生活環境の中でこそ、児童心理治療施設としての治療支援ができる

といえる。将来的には建物の建て替え（新築）により構造的な課題の解決を図り、さらに入

所定員を削減していくことが望ましいと考えるが、これまでの治療構造を変えることになる

ので、十分に協議していきたい。 

  さらに、増え続ける被虐待児や愛着に課題を持つ子ども達のための親子関係の再構築支援

が求められている中で、その機能を持つ建物（親子訓練棟）が不可欠となってきている。ま

た、性的虐待児の入所に伴い、二次的な被害防止の観点から、男女の生活区分化をすすめて

きたが、構造的に厳しい状況である。急ぎ改善を図るためには、施設西側部分に家族療法棟

を増築（3 階建て）して心理治療機能を確保し、心理治療空間と生活治療空間を分けること

で、生活環境面の改善を図りたいと考える。 

  現在、ことりさわ学園中長期ビジョン策定委員会で、今後の施設の方向性や整備計画につ

いて討議、検討中であり、平成 29 年 2 月の答申をもって、ことりさわ学園の将来計画とし

たい。 
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３ もりおかこども病院の整備計画 

 

（１）もりおかこども病院沿革 

 昭和 52 年 6 月に市内緑ヶ丘から現在地に「みどり学園小児病院３０床」として移転新

築し、その後、病床の変遷がり、平成 2 年 4 月に名称を「もりおかこども病院」と改称

し、平成 26 年 4 月から病床数 64 床、標榜診療科は小児科、児童精神科、小児歯科で運

営している。 

 

（２）もりおかこども病院の現状 

   現在のもりおかこども病院は、築後約 40 年を経過して、外来管理棟、一部の病棟の狭

隘化、老朽化している。さらに、建設当時はみどり学園という虚弱児施設の付属診療所と

いう形であり、外来は一般開業医の診療所構造である。建設当時のみどり学園は虚弱児施

設で、対象児が病虚弱児であり、入院患児とライフスタイルが同じであったが、現在のみ

どり学園は児童養護施設であり、入所適用や退所目標も全く別のものになっている。 

 

（３）もりおかこども病院の将来構想に対する課題等 

   こども病院新築に当たっての課題 

1）新築する場合は多額の資金（15～20 億円）が必要となること。仮に寄付金、借入金

等で建設しても返済する資金を賄うだけの経営のバランスが維持できるか 

2）岩手医大の矢巾への移転など小児医療の行先の不安定要素が多いこと 

3）将来を担う若手の小児科医師を含めた十分な医師の確保が可能か 

4）重症児(者)医療に特化した場合の専門医の確保   

 

課題は多々あるところであるが、岩手医大が矢巾への移転後は、盛岡医療圏の小児医療の

北の拠点としての役割を担えるように「こども病院将来検討委員会」を設置して検討してま

いりたい。 
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第６章 収支計画 

 

 法人中長期経営計画の方針に基づく、法人全体及び各施設の収支計画の概要は次の通りです。 

 

○法人本部（事務局） 

  平成 28 年度当初予算をベースとしており、収入は各施設会計からの繰入による。支出の

主なものは役員報酬や事務局の人件費であり、今後は経費を削減するなどして、収支均衡を

図る。 

 

○みちのく・みどり学園 

  平成 29 年度に入所児童定員を変更し、また地域小規模児童養護施設の３か所目を開設予

定である。収入では、地域小規模児童養護施設の開設と、家庭支援専門相談員の加算等によ

り、29,500 千円の増加を見込んでいる。支出では、人件費が常勤 2 名、非常勤 1 名採用予定

と定期昇給による増加、地域小規模児童養護施設の整備費用に 1,500 千円を見込んでいる。

その他の事務費等は平成 28 年度当初予算をベースとしている。 

  よって、平成 29 年度資金収支差額は 13,060 千円となり、平成 30 年度以降は、人件費の

増額を見込んでいるが、資金収支差額はプラスとし、平成 31 年度未支払資金残額 37,865 千

円を見込んでいる。平成 31 年度からの施設の新築に向け、自己資金の確保を図る。 

 

○ことりさわ学園 

  平成 29 年度に職員配置基準が 4:1 から 3:1 に変更予定である。収入では、職員配置基準の

変更、家庭支援専門相談員の加算などで 31,600 千円の増額を見込んでいる。支出では、人

件費として常勤 5 名の採用と、定期昇給のため 28,640 千円を見込んでいる。固定資産支出

では、エアコンの設置などによる環境整備費に 2,000 千円を見込んでおり、その他事務費等

は平成 28 年度当初予算をベースとしている。 

  平成 30 年度には入所児童定員を 40 名に変更予定であり、平成 31 年度の未支払資金残高

は 50,541 千円と見込んでいる。今後は増改築に向けた自己資金の確保を図る。 

 

○もりおかこども病院 

  現行の施設基準（小児病院医療管理料 4・一般病棟 10 対 1 入院基本料・特殊疾患入院医療

管理料）に基づいて、常勤医師 6 名（小児歯科医師 1 名含む）体制を維持し、1 日平均患者

数、入院 40 名・外来 80 名・歯科 13 名を目標とし、診療収入の安定確保に努める（1,423

千円増）。予防接種および乳幼児検診等の保健予防活動において、さらに受け入れ強化により、

収入増に取り組む（1,695 千円増）。 

  人件費は、現職員体制をベースとするが、定期昇給などによる支出増として 10,463 千円

を見込んでいる。事業費および事務費は、平成 28 年度予算をベースとするものの、平成 31

年 10 月からの消費増税（8%から 10％）による支出増 9,854 千円を見込むが、材料費・委託

料などの経費削減等により収支均衡を図る。 

 

○たんぽぽ病児保育所 

  収支計画は平成 28 年度当初予算をベースとしている。平成 29～31 年度における定員の変

更はなく、利用者数 200 名以上を確保し、委託料収入を安定させ、収支均衡を図る。  
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１ 法人全体 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 増減数 増減率（％）

（当初予算） Ｈ３１－Ｈ２８ Ｈ３１／Ｈ２８

173 174 173 173 0 100%

児童福祉事業収入 473,535 516,935 517,207 517,207 43,672 109%

医療事業収入 877,711 889,426 889,426 889,851 12,140 101%

病児保育事業収入 8,780 9,045 9,250 9,455 675 108%

経常経費寄附金収入 8,300 8,100 8,100 8,100 △ 200 98%

その他収入 7,390 7,480 7,480 7,506 116 102%

計（１） 1,375,716 1,430,986 1,431,463 1,432,119 56,403 104%

人件費 776,331 814,834 820,054 830,014 53,683 107%

事業費 410,907 410,671 410,671 413,806 2,899 101%

事務費 144,077 145,291 145,291 146,393 2,316 102%

支払利息支出 2,689 2,550 2,250 1,950 △ 739 73%

その他の支出 5,060 5,060 5,060 5,074 14 100%

計（２） 1,339,064 1,378,406 1,383,326 1,397,237 58,173 104%

収支差額（３）＝（１）－（２） 36,652 52,580 48,137 34,882 △ 1,770 95%

施設整備等収入 0 0 0 0 0 0%

計（４） 0 0 0 0 0 0%

設備資金借入金元金償還支出 8,400 8,400 8,400 8,400 0 100%

固定資産支出 33,752 3,500 2,000 2,000 △ 31,752 6%

計（５） 42,152 11,900 10,400 10,400 △ 31,752 25%

収支差額（６）＝（４）－（５） △ 42,152 △ 11,900 △ 10,400 △ 10,400 31,752 25%

その他活動収入 18,801 17,099 17,099 17,099 △ 1,702 91%

計（７） 18,801 17,099 17,099 17,099 △ 1,702 91%

積立資産支出 18,117 10,225 10,555 10,885 △ 7,232 60%

拠点繰入金支出 17,099 17,099 17,099 17,099 0 100%

その他活動支出 0 0 0 0 0 0%

計（８） 35,216 27,324 27,654 27,984 △ 7,232 79%

収支差額（９）＝（７）－（８） △ 16,415 △ 10,225 △ 10,555 △ 10,885 5,530 66%

予備費（１０） 4,100 0 0 0 △ 4,100 0%

△ 26,015 30,455 27,182 13,597 39,612 -52%

前期末支払資金残高（１２） 217,089 191,074 221,529 248,711 31,622 115%

当期末支払資金残高（１１）＋（１２） 191,074 221,529 248,711 262,308 71,234 137%

（単位：人、千円）

当期資金収支差額（１１）＝（３）＋（６）＋（９）

－（１０）

項目

定員

施設整備等
による収支

その他の活
動による収

支

事業活動に
よる収支
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２ 法人本部（事務局） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 増減数 増減率（％）

（当初予算） Ｈ３１－Ｈ２８ Ｈ３１／Ｈ２８

0 0 0 0 0 0%

児童福祉事業収入・措置費事務費収入 0 0 0 0 0 0%

児童福祉事業収入・措置費事業費収入 0 0 0 0 0 0%

補助金収入 0 0 0 0 0 0%

受託事業収入 0 0 0 0 0 0%

経常経費寄附金収入 1,000 1,000 1,000 1,000 0 100%

その他収入 310 400 400 400 90 129%

計（１） 1,310 1,400 1,400 1,400 90 107%

人件費 14,134 14,134 14,134 14,134 0 100%

事業費 0 0 0 0 0 0%

事務費 5,550 4,900 4,900 4,900 △ 650 88%

支払利息支出 0 0 0 0 0 0%

その他の支出 0 0 0 0 0 0%

計（２） 19,684 19,034 19,034 19,034 △ 650 97%

収支差額（３）＝（１）－（２） △ 18,374 △ 17,634 △ 17,634 △ 17,634 740 96%

施設整備等収入 0 0 0 0 0 0%

計（４） 0 0 0 0 0 0%

設備資金借入金元金償還支出 0 0 0 0 0 0%

固定資産支出 0 0 0 0 0 0%

計（５） 0 0 0 0 0 0%

収支差額（６）＝（４）－（５） 0 0 0 0 0 0%

その他活動収入 17,099 17,099 17,099 17,099 0 100%

計（７） 17,099 17,099 17,099 17,099 0 100%

積立資産支出 125 130 135 140 15 112%

拠点繰入金支出 0 0 0 0 0 0%

その他活動支出 0 0 0 0 0 0%

計（８） 125 130 135 140 15 112%

収支差額（９）＝（７）－（８） 16,974 16,969 16,964 16,959 △ 15 100%

予備費（１０） 0 0 0 0 0 0%

△ 1,400 △ 665 △ 670 △ 675 725 48%

前期末支払資金残高（１２） 3,563 2,163 1,498 828 △ 2,735 23%

当期末支払資金残高（１１）＋（１２） 2,163 1,498 828 153 △ 2,010 7%

（単位：人、千円）

当期資金収支差額（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－（１０）

項目

定員

事業活動に
よる収支

施設整備等
による収支

その他の活
動による収

支
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３ みちのく・みどり学園 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 増減数 増減率（％）

（当初予算） Ｈ３１－Ｈ２８ Ｈ３１／Ｈ２８

62 63 63 63 1 102%

児童福祉事業収入・措置費事務費収入 206,500 236,000 236,000 236,000 29,500 114%

児童福祉事業収入・措置費事業費収入 49,300 49,300 49,300 49,300 0 100%

補助金収入 17,700 0 0 0 △ 17,700 0%

受託事業収入 1,000 1,000 1,000 1,000 0 100%

経常経費寄附金収入 3,000 2,000 2,000 2,000 △ 1,000 67%

その他収入 2,730 2,730 2,730 2,730 0 100%

計（１） 280,230 291,030 291,030 291,030 10,800 104%

人件費 177,500 186,000 188,500 191,000 13,500 108%

事業費 63,193 59,000 59,000 59,000 △ 4,193 93%

事務費 18,921 18,500 18,500 18,500 △ 421 98%

支払利息支出 900 850 750 650 △ 250 72%

その他の支出 2,220 2,220 2,220 2,220 0 100%

計（２） 262,734 266,570 268,970 271,370 8,636 103%

収支差額（３）＝（１）－（２） 17,496 24,460 22,060 19,660 2,164 112%

施設整備等収入 0 0 0 0 0 0%

計（４） 0 0 0 0 0 0%

設備資金借入金元金償還支出 2,800 2,800 2,800 2,800 0 100%

固定資産支出 1,500 1,500 0 0 △ 1,500 0%

計（５） 4,300 4,300 2,800 2,800 △ 1,500 65%

収支差額（６）＝（４）－（５） △ 4,300 △ 4,300 △ 2,800 △ 2,800 1,500 65%

その他活動収入 150 0 0 0 △ 150 0%

計（７） 150 0 0 0 △ 150 0%

積立資産支出 11,422 2,600 2,700 2,800 △ 8,622 25%

拠点繰入金支出 4,500 4,500 4,500 4,500 0 100%

その他活動支出 0 0 0 0 0 0%

計（８） 15,922 7,100 7,200 7,300 △ 8,622 46%

収支差額（９）＝（７）－（８） △ 15,772 △ 7,100 △ 7,200 △ 7,300 8,472 46%

予備費（１０） 2,000 0 0 0 △ 2,000 0%

△ 4,576 13,060 12,060 9,560 14,136 -209%

前期末支払資金残高（１２） 7,761 3,185 16,245 28,305 20,544 365%

当期末支払資金残高（１１）＋（１２） 3,185 16,245 28,305 37,865 34,680 1189%

（単位：人、千円）

当期資金収支差額（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－（１０）

項目

事業活動に
よる収支

施設整備等
による収支

その他の活
動による収

支

定員
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４ ことりさわ学園 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 増減数 増減率（％）

（当初予算） Ｈ３１－Ｈ２８ Ｈ３１／Ｈ２８

41 41 40 40 △ 1 98%

児童福祉事業収入・措置費事務費収入 169,000 200,600 200,872 200,872 31,872 119%

児童福祉事業収入・措置費事業費収入 30,000 30,000 30,000 30,000 0 100%

補助金収入 0 0 0 0 0 0%

受託事業収入 35 35 35 35 0 100%

経常経費寄附金収入 300 300 300 300 0 100%

その他収入 1,750 1,750 1,750 1,750 0 100%

計（１） 201,085 232,685 232,957 232,957 31,872 116%

人件費 137,040 165,000 164,000 166,000 28,960 121%

事業費 37,430 37,430 37,430 37,430 0 100%

事務費 10,380 11,000 11,000 11,000 620 106%

支払利息支出 900 850 750 650 △ 250 72%

その他の支出 1,440 1,440 1,440 1,440 0 100%

計（２） 187,190 215,720 214,620 216,520 29,330 116%

収支差額（３）＝（１）－（２） 13,895 16,965 18,337 16,437 2,542 118%

施設整備等収入 0 0 0 0 0 0%

計（４） 0 0 0 0 0 0%

設備資金借入金元金償還支出 2,800 2,800 2,800 2,800 0 100%

固定資産支出 7,000 2,000 2,000 2,000 △ 5,000 29%

計（５） 9,800 4,800 4,800 4,800 △ 5,000 49%

収支差額（６）＝（４）－（５） △ 9,800 △ 4,800 △ 4,800 △ 4,800 5,000 49%

その他活動収入 0 0 0 0 0 0%

計（７） 0 0 0 0 0 0%

積立資産支出 2,100 2,600 2,700 2,800 700 133%

拠点繰入金支出 4,500 4,500 4,500 4,500 0 100%

その他活動支出 0 0 0 0 0 0%

計（８） 6,600 7,100 7,200 7,300 700 111%

収支差額（９）＝（７）－（８） △ 6,600 △ 7,100 △ 7,200 △ 7,300 △ 700 111%

予備費（１０） 2,000 0 0 0 △ 2,000 0%

△ 4,505 5,065 6,337 4,337 8,842 -96%

前期末支払資金残高（１２） 39,307 34,802 39,867 46,204 6,897 118%

当期末支払資金残高（１１）＋（１２） 34,802 39,867 46,204 50,541 15,739 145%

（単位：人、千円）

当期資金収支差額（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－（１０）

項目

定員

事業活動に
よる収支

施設整備等
による収支

その他の活
動による収

支
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５ もりおかこども病院 

（単位：千円）

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 増減数 増減率（％）

（補正後） Ｈ３１－Ｈ２８ Ｈ３１／Ｈ２８

64 64 64 64 0 100%

入院診療収入 491,947 475,318 475,318 475,318 △ 16,629 97%

外来診療収入 326,784 345,391 345,391 345,391 18,607 106%

歯科診療収入 16,980 16,425 16,425 16,425 △ 555 97%

保健予防活動収入 18,000 19,500 19,500 19,695 1,695 109%

補助金収入 2,500 9,792 9,792 9,792 7,292 392%

受託事業収入 0 0 0 0 0 0%

その他の医業収入 21,500 23,000 23,000 23,230 1,730 108%

経常経費寄附金収入 4,000 4,800 4,800 4,800 800 120%

その他収入 2,600 2,600 2,600 2,626 26 101%

計（１） 884,311 896,826 896,826 897,277 12,966 101%

人件費 440,417 442,100 445,620 450,880 10,463 102%

事業費 309,584 313,541 313,541 316,676 7,092 102%

事務費 108,576 110,241 110,241 111,343 2,767 103%

支払利息支出 889 850 750 650 △ 239 73%

その他の支出 1,400 1,400 1,400 1,414 14 101%

計（２） 860,866 868,132 871,552 880,963 20,097 102%

収支差額（３）＝（１）－（２） 23,445 28,694 25,274 16,314 △ 7,131 70%

施設整備等収入 0 0 0 0 0 0%

計（４） 0 0 0 0 0 0%

設備資金借入金元金償還支出 2,800 2,800 2,800 2,800 0 100%

固定資産支出 25,252 0 0 0 △ 25,252 0%

計（５） 28,052 2,800 2,800 2,800 △ 25,252 10%

収支差額（６）＝（４）－（５） △ 28,052 △ 2,800 △ 2,800 △ 2,800 25,252 10%

その他活動収入 1,552 0 0 0 △ 1,552 0%

計（７） 1,552 0 0 0 △ 1,552 0%

積立資産支出 4,380 4,800 4,920 5,040 660 115%

拠点繰入金支出 8,099 8,099 8,099 8,099 0 100%

その他活動支出 0 0 0 0 0 0%

計（８） 12,479 12,899 13,019 13,139 660 105%

収支差額（９）＝（７）－（８） △ 10,927 △ 12,899 △ 13,019 △ 13,139 △ 2,212 120%

予備費（１０） 0 0 0 0 0 0%

△ 15,534 12,995 9,455 375 15,909 -2%

前期末支払資金残高（１２） 166,709 151,175 164,170 173,625 6,916 104%

当期末支払資金残高（１１）＋（１２） 151,175 164,170 173,625 174,000 22,825 115%

当期資金収支差額（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－

（１０）

項目

病床数

事業活動に
よる収支

施設整備等
による収支

その他の活
動による収

支
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６ たんぽぽ病児保育所 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 増減数 増減率（％）

（当初予算） Ｈ３１－Ｈ２８ Ｈ３１／Ｈ２８

6 6 6 6 0 100%

病児保育所事業収入 8,780 9,045 9,250 9,455 675 108%

補助金収入 0 0 0 0 0 0%

受託事業収入 0 0 0 0 0 0%

経常経費寄附金収入 0 0 0 0 0 0%

その他収入 0 0 0 0 0 0%

計（１） 8,780 9,045 9,250 9,455 675 108%

人件費 7,240 7,600 7,800 8,000 760 110%

事業費 700 700 700 700 0 100%

事務費 650 650 650 650 0 100%

支払利息支出 0 0 0 0 0 0%

その他の支出 0 0 0 0 0 0%

計（２） 8,590 8,950 9,150 9,350 760 109%

収支差額（３）＝（１）－（２） 190 95 100 105 △ 85 55%

施設整備等収入 0 0 0 0 0 0%

計（４） 0 0 0 0 0 0%

設備資金借入金元金償還支出 0 0 0 0 0 0%

固定資産支出 0 0 0 0 0 0%

計（５） 0 0 0 0 0 0%

収支差額（６）＝（４）－（５） 0 0 0 0 0 0%

その他活動収入 0 0 0 0 0 0%

計（７） 0 0 0 0 0 0%

積立資産支出 90 95 100 105 15 117%

拠点繰入金支出 0 0 0 0 0 0%

その他活動支出 0 0 0 0 0 0%

計（８） 90 95 100 105 15 117%

収支差額（９）＝（７）－（８） △ 90 △ 95 △ 100 △ 105 △ 15 117%

予備費（１０） 100 0 0 0 △ 100 0%

0 0 0 0 0 0%

前期末支払資金残高（１２） △ 251 △ 251 △ 251 △ 251 0 100%

当期末支払資金残高（１１）＋（１２） △ 251 △ 251 △ 251 △ 251 0 100%

（単位：人、千円）

当期資金収支差額（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－
（１０）

項目

定員

施設整備等
による収支

その他の活
動による収

支

事業活動に
よる収支
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第７章 SWOT 分析の結果と経営策定体制等 

 

１ SWOT 分析の結果 

（１）SWOT 分析とは 

   自法人の強み（Strengths）と弱み（Weaknesses）を認識し、環境にある機会

（Opportunities）と脅威（Threats）を明らかにする手法です。 

   自法人の現状、すなわち強みや弱み、機会や脅威を、SWOT 分析という手法を用いて

「見える化」し、その結果から経営課題を設定し、解決策を検討していくことです。 

【引用資料】『社会福祉法人経営計画策定マニュアル〔改訂版〕～持続性のある経営スタイルの確

立に向けて～』社会福祉法人兵庫県社会福祉協議会平成 24 年 3 月 1 日 

 

（２）実施経過 

    平成 28 年 1 月 15 日 第 2 回経営計画策定委員会にて実施決定 

         1 月 25 日 法人全職員に SWOT 分析シートを配布 

         2 月 5 日  SWOT 分析シート提出締め切り 

         2 月 16 日 第 1 回作業部会（分析シートのとりまとめ、整理開始） 

         4 月 22 日 第 2 回作業部会（     〃     、分析） 

         4 月 28 日 第 3 回作業部会（分析のまとめ、経営戦略検討シート作成） 

         5 月 10 日 第 4 回作業部会（経営戦略検討シートの確認） 

         6 月 23 日 第 5 回作業部会（経営戦略マップ検討シートの確認） 

 

（３）実施結果 

    ①回収した SWOT 分析シートをもとに、強み、弱みをそれぞれ「経営力」「人材力」

「組織力」「サービス・接遇力」「営業・マーケティング力」「財務力」「地域貢献

力」「その他」に分類し、SWOT 分析シートにまとめました。【別冊資料】 

    ②SWOT 分析シートにまとめたものをさらに、それぞれ意見が多かったもの、類似

する回答をまとめ、抽出し、また個人感情や主観的な要素は、今回は外していま

す。これらを経営戦略検討シートに落とし込み、「現状の課題と問題」、「3 年後の

姿（ビジョン）」と照らし合わせ、『「現状の姿」と「3 年後の姿」をうめるための

方法』を検討しました。【添付資料 1】および【添付資料 2】 

    ③経営戦略検討シート【添付資料 1】および【添付資料 2】をもとに、経営戦略マ

ップ検討シートを作成しました。【添付資料 3】 
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【添付資料 1】 
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【添付資料 2】 

経営戦略シート 「現状の姿」と「3 年後の姿」をうめるための方法 詳細 

○経営力 

 具体的な計画 中長期経営計画【整理番号】 

経営計画策定による経営者

意識の向上 

管理者研修の実施（法人内） 
（１）－1）－②【整理番号 1】 

みどり学園（病院）新築準備

委員会の設立 

後援会組織（杏の会）の再編 
（２）－3）－⑧【整理番号 7】 

職員間の理念やビジョンの

共有 

クレドの作成（身分証明書へ

の掲示）※クレド＝経営理念 
（３）－4）－①【整理番号 11】 

 

○人材力 

 具体的な計画 中長期経営計画【整理番号】 

資格取得のための支援体制

作り 

キャリアアップのシステム作

り 
（１）－4）－①②【整理番号 4】 

法人事務局体制の強化 法人職員のデータベース化 

 統計調査（平均年齢、離職

率、専門資格の保有率）の

作成 

（１）－2）－②【整理番号 2】 

OJT を支援する体制作り SDS（自己啓発援助制度）や

マニュアル作り 
（１）－4）－①②【整理番号 4】 

 

○組織力 

 具体的な計画 中長期経営計画【整理番号】 

法人研修委員会の設置  法人職員研究発表会の再開 （３）－4）－②【整理番号 12】 

職員福利厚生の充実 法人職員親睦を深める取り組

み 
（１）－3） 【整理番号 3】 

業務の標準化  部署別業務手順の作成による

合理化 
（２）－2）－① 

 

○サービス・接遇力 

 具体的な計画 中長期経営計画【整理番号】 

安心安全なサービスの提供 新築による居住環境の向上 第 5 章 

家族との信頼関係の構築 父母の会（家族会）の活用 （２）－3）－①【整理番号 6】 

療育、養育内容の外部公表 職員研究発表会や HP 活用に

よる可視化 
（４）－3）－①【整理番号 14】 

質の高いサービスの提供 第三者評価の受審（利用者意

見の公表） 
（２）－2）－④【整理番号 5】 
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○営業・マーケティング力 

 具体的な計画 中長期経営計画【整理番号】 

HP の充実による情報発信 学園だよりのメール配信 （４）－3）－①【整理番号 14】 

法人のイメージアップ 広報誌（学園だより）のリニ

ューアル 
（４）－3）－①【整理番号 14】 

 

○財務力 

 具体的な計画 中長期経営計画【整理番号】 

経営、運営基盤の健全化 新築による事業の拡大 第 5 章 

業務の効率化 水光熱費の削減（コスト削減

努力目標の数値化） 

会議の効率化（人件費の抑制） 

（３）－3）－⑤【整理番号 10】 

（３）－3）－⑤【整理番号 11】 

 

○地域貢献力 

 具体的な計画 中長期経営計画【整理番号】 

地域の子育て支援 地域向け子育て支援講座の開

催（アウトリーチ） 

地域ニーズの把握（アンケー

トの実施） 

（４）－2）－③【整理番号 13】 

 

（４）－2）－①【整理番号 13】 

継続したボランティアの養

成 

ボランティアの積極的な受け

入れ 
（２）－3）－②【整理番号 8】 

災害時地域住民の受け入れ

体制の確立 

法人の防災マニュアルの作成 
（４）－4）－②【整理番号 15】 

 

○その他（情報・ノウハウ蓄積・活用力） 

 具体的な計画 中長期経営計画【整理番号】 

PC 活用による業務省力化 新しいソフトの活用 （３）－3）－⑤【整理番号 10】 
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【添付資料 3】 
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２ 経営計画策定体制等 

 

（１）経営計画策定委員会設置要項 

 

（目的） 

第 1 条 岩手愛児会の健全経営のために、岩手愛児会の持続性のある、経営のあるべき姿（ビ

ジョン・将来構想）の確立に向けて、中・長期計画を策定する経営計画策定員会を

設置する。 

 

（所掌事項） 

第 2 条 委員会の所掌事項は、次の通りとする。 

 （１）経営理念（事業目的）の確認及びビジョン（法人の 3 年後のあるべき姿）の設定に

関すること。 

 （２）経営課題の抽出に関すること。 

 （３）経営戦略の策定に関すること。 

 （４）経営計画及び事業計画に関すること。 

 （５）その他、必要な事項に関すること。 

 

（組織） 

第 3 条 委員会は、会長及び各所属長のほか、３施設より所属長が推薦し会長が選任した者

とする。また、これとは別に業務推進のためにこの委員会に諮問する「経営計画策

定作業部会」（以下、作業部会）を置く。 

 

（任期） 

第 4 条 委員の任期は、経営計画達成までの期間とする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第 5 条 委員会に委員長及び副委員長を置く。委員長は会長が兼ね副委員長は互選により選

出する。 

（１）委員長は会務を統括し会議の議長となる。 

（２）副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 

（会議） 

第 6 条 会議は委員長が招集する。 

 

（関係者の出席） 

第 7 条 委員長は、必要と認めたときは、委員会に委員以外に出席を求め、説明や意見を聞

くことができる。 

 

（庶務） 

第 8 条 委員会の庶務は、作業部会の一員が兼ねる。 
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附則  

この要項は、平成 27 年 11 月 1 日から施行する。 

 

 

（２）中・長期経営計画策定経過 

 

平成 27 年 10 月 23 日  法人 みどり学園移転基本構想等にかかる説明会 

10月 28日  平成 27 年度社会福祉法人経営戦略セミナー出席（会長、事務主任） 

   11 月 6 日  法人 経営計画策定等にかかる説明会 

   11 月 12 日  法人 幹部職員会議 意見交換を行なう 

   12 月 28 日  第 1 回 経営計画策定委員会・作業部会合同会議 

平成 28 年  1 月 15 日  第 2 回 経営計画策定委員会・作業部会合同会議 

    1 月 25 日  法人職員へ SWOT 分析シートの配布 

    2 月 5 日  SWOT 分析シート提出締め切り 

2 月 16 日  第 1 回 作業部会 分析シートの取りまとめ 

4 月 22 日  第 2 回 作業部会 分析シートの取りまとめ、分析 

4 月 28 日  第 3 回 作業部会 分析シートまとめ、経営戦略検討シート作成 

5 月 10 日  第 4 回 作業部会 経営戦略検討シートの確認 

6 月 23 日  第 5 回 作業部会 経営戦略マップ検討シートの確認 

8 月 12 日  第 3 回 経営計画策定委員会・作業部会合同会議 

8 月 29 日  第 1 回 経営計画策定委員会小委員会会議 

11 月 18 日  第 4 回 経営計画策定委員会・作業部会合同会議 
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（３）経営計画策定委員会委員名簿 

  

  1 法人 

     会長      藤澤 昇 

     顧問      吉野二郎 

  2 みちのく・みどり学園 

     園長      西山秀則 

     副園長     赤坂美代子 

  3 もりおかこども病院 

     院長      米沢俊一 

     副院長     高橋明雄 

     副院長     佐々木美香 

     看護部長    鶴端チエ 

  4 ことりさわ学園 

     園長      川島達夫 

     副園長     田中 仁 

  5 法人事務局 

     事務局長    佐藤 巖 

  6 事務局員 

     病院副事務部長 木村正樹 

     主任事務員   新田雅彦 

      主任児童指導員 高橋伸広 

 

（４）経営計画策定委員会作業部会員名簿 

 

  1 みちのくみどり学園 

     主任児童指導員 高橋伸広 

     栄養士     小久保美香 

  2 もりおかこども病院 

     事務副部長   木村正樹 

     主任薬剤師   菅野秀幸 

     看護師長    佐々木万喜子 

     主任看護師   根岸直子 

  3 ことりさわ学園 

     主任心理療法士 岡崎 竜 

     主任児童指導員 工藤綾子 

  4 法人事務局 

     主任事務員   新田雅彦 
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おわりに 

 

 

 平成 27 年度に受審した「福祉サービス第三者評価」の評価結果において、法人としてのビ

ジョンの策定が僅々の課題として求められ、所属長会議、法人幹部職員会議を経て、「岩手愛児

会中長期経営計画」を策定する事が確認されました。策定委員会・作業部会をはじめ、職員ア

ンケート等の多くの作業を経て、何とか完成することができました。 

 策定にあたっては、岩手県社会福祉協議会、社会福祉法人経営者協議会青年部会等のご指導

を頂き、心から感謝とお礼を申し上げます。 

  

 法人として策定委員会を立ち上げるにあたって、学習会や法人幹部の意見交換等を開催し、

経営計画策定マニュアルや SWOT 分析等の勉強も同時に進めながら、昨年の 11 月にようやく

策定に向けて第一歩を踏み出しました。法人の中で施設職員と病院職員の考え方や感じ方に違

いがある中、全職員からのアンケートを実施して、お互いの仕事内容を理解しあえていない事

や、職員同士の交流が希薄で繋がりがほとんどない事等の課題（弱点）があがりました。これ

までの各施設単独運営としては、なんら問題なくも見えるところではありますが、法人として

の課題（弱点）として解決の方向を提示しています。 

 計画はできるだけ抽象的ではなく、具体的にわかりやすくするために工夫したところです。

この中の中長期経営計画は、策定することが目的ではなく、計画通り実行していくことが重要

であり、今後役職員がこの計画に従い、計画を実行し、経営を安定させ、福祉と医療と教育の

質の向上を目指しています。 

 

 岩手愛児会としての経営計画は、今回初めて作成したものなので、まだまだ課題とするとこ

ろがあると思います。社会福祉法人制度や児童福祉法が大きく変わる転換期に、理解が不十分

なものもあると思われますが、情勢の変化に応じて議題を重ね、修正、改正をしながら計画を

充実し、実行されていくことを望むものです。 

 

 策定にあたり、勝手ながら社会福祉法人末崎保育会の資料を参考にさせて頂いたことをご報

告申し上げておきます。 

 

平成 28 年 12 月 

社会福祉法人岩手愛児会 

経営計画策定委員会 
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付属資料 

 

１ 岩手愛児会の経営の総括について 

 

《平成 28 年 5 月 30 日 理事会にて承認》 

 １ 法人の経営責任者について 

    法人経営の責任者は会長である。なお、会長を補佐する立場にある事務局長及び各施

設長にもその一端はあるものと思われる。 

 

 ２ 岩手愛児会設立当初における赤字経営体質について 

    見坊和雄氏から昭和 37 年 4 月 1 日に引き継いだ三浦昭雄財団法人岩手愛児会事務局

長の本人談（県社協常務理事を兼任、県社協にいて経営の中身がわからなかった）会計

事務所の経営診断の結果として 

   ① 創立以来経常経費の不足が生じることがはっきりしていたのに、それをどのように

助成することが明確にされていなかった。 

   ② 建設時の資金不足を借入金で賄っていたが、その元利分が経営上の赤字になってい

た。 

   ③ 岩手愛児会運営を見ると赤字を生ずることは当然である。 

   と指摘された。 

 

 ３ 設立当初におけるみちのく・みどり学園が、単なる養護施設ではなく、医療施設を加味

した施設であり、措置費に医療的ケア加算分がなく赤字経営となった経過について 

    草創期の経営のまとめによると 

   ① 法律や制度にない財団法人岩手愛児会結核児童療育施設を設立。 

   ② 国は虚弱児施設として「みちのく・みどり学園」を設置認可した。 

   ③ 職員の俸給表は岩手県に準ずる。 

   ④ 結核児入所の認可施設の措置費保護単価に「医療費」がないため、運営当初から赤

字になる仕組みだった。 

   ⑤ 赤字解消を共同募金義捐金や岩手県と盛岡市の補助で賄う算段だったが、岩手県が

難色を示した。 

   ⑥ 国に対して児童福祉法改正を工作するも叶わず、結果「結核児加算費」の特別加算

費を創設させる。 

   ⑦ 法人の恒常的な赤字体質解消のために「病院」を併設する。 

 

 ４ みどり学園小児病院に慢性疾患病棟を建設（昭和 44～46 年）した資金は、船舶振興会

からの寄付金（5,600 千円）で賄ったと思われる 

 

 ５ 設立当初の 3 年間の赤字（12,100 千円）の返済について 

    「みどり学園運営赤字処理要綱」（県・盛岡市） 

   ① 昭和 36 年の経常費赤字 2,880 千円については、県は措置費負担の費目の額 1,250

千円を補助し、残分は盛岡市と折半負担とする。 

   ② 昭和 37 年以降は、赤字額に対する県の補てんは措置費負担の費目の額 1,250 千円



51 

 

を補助し、残分は盛岡市と折半負担とする。経常赤字額がこれを超える時は、その

部分は盛岡市を含む受益市町村が負担する。 

 

 ６ 昭和 52 年の移転時（盛岡市緑が丘から松園）の借入金額について 

    昭和 51年 6月の資金計画表によれば、総事業費 769,248千円のうち自己資金は 37,449

千円、借入金は社会福祉事業振興会 100,000 千円、医療金融公庫 80,000 千円であった。 

 

 ７ 平成 8 年から実施された財政再建計画時における、平成 15 年までの短期借入金の増加理

由について 

    平成 8 年度（借入金現在高 600,406 千円（設備資金借入金 318,792 千円・短期資 

金借入金 281,614 千円））に経営再建３ヶ年計画（平成 8 年～10 年）を策定し、人 

件費の節約、運営費の節減合理化策等を重点に改善に取り組んだ。その結果３施設 

の改善が図られたが、本部会計の改善策は検討されなかったので、収支は依然苦しい 

状況が続いた。 

 このようなこともあって 8 年度より病院会計から厳しい経営状況の中で 35,000 千 

円を本部会計に繰入し、元利償還金の支払いに充当することとした。この対策が愛児 

会を今日まで頑張ってこられた一要因である。 

 一方、退職手当の支給も多額となり借入金が減少することはなかった。以降本部会 

計の収支は改善されず、各年度赤字を生じて推移してきた。 

 

 ８ 平成 6 年度決算時における岩手愛児会経営破たん状態の解消方法と原因について 

 平成 4 年度に前年度の借入金現在高が 707,282 千円になったので、キャンプ場を 

   売却（約 309,000 千円）し、借入金の繰上償還をしたが、本部で支払っている退職手 

   当が多かったため結果として借入金の現在高は、532,000 千円となった。以降も本部 

   会計の収支は改善されず多額の赤字を生じたため設備資金借入金は減少するも短期 

   資金借入金が増えた為、借入額が減少することはなかった。  

平成 8 年度より病院会計から厳しい経営状況の中で 35,000 千円を本部会計に繰入 

し、元利償還金の支払いに充当することとした。この対策が愛児会を今日まで頑張っ 

てこられた一要因である。 

 一方、退職手当の支給も多額となり借入金が減少することはなかった。以降本部会 

計の収支は改善されず、各年度赤字を生じて推移してきた。 

 

 ９ 歴代の事務局長が愛児会の財政破たんに対して、対処できなかったのはなぜか。 

 会長  事務局長 

初代 千葉 一  Ｓ31.6.29  ～ 33.10.19   見坊和雄 

第 2 代 南部 利英 Ｓ33.10.20 ～ 39.6.18 見坊和雄、三浦昭雄 

第 3 代 山本 弥之助 Ｓ39.6.19  ～ 40.6.28 三浦昭雄 

第 4 代 吉岡 誠 Ｓ39.6.30  ～ 42.6.13 三浦昭雄 

第 5 代 川越 清治 Ｓ42.6.14  ～ 47.5.8  三浦昭雄、佐々木清治 

第 6 代  横川 貞夫 Ｓ47.5.9   ～ 62.5.26   佐々木清治、岩崎卓郎 

第 7 代 八木 義郎 Ｓ62.5.27  ～ H3.5.1 岩崎卓郎、松木光平 

第 8 代 盛合 聡 H 3.5.2    ～ 3.9.24   松木光平  
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第 9 代 石川 敬治郎 H 3.9.25  ～  17.4.24 松木光平、渕戸祥弘、花松行雄 

第 10 代 藤澤 昇 H 17.6.7  ～ 花松行雄、佐藤巖 

 

初代会長から第 7 代会長までは、岩手県の福祉に情熱を傾ける要人が見識を持って法人

運営を担ったが、それを支える事務局長は県社協(見坊、三浦)を本来業務として兼任で法

人業務に当たった。その後、就任した事務局長は必ずしも適任な方々が任に当たったかと

は思えない。 

石川会長と花松事務局長は長年にわたり法人運営を担ってきたが、設備資金借入金はこ

ども病院からの繰入金により減少してきたが、退職金の原資がないまま本部会計で支払っ

てきた経緯がある。また、施設会計、病院会計から法人会計が短期、長期の借入金を有し

ていることも問題であった。新会計に移行した際に施設、病院会計の資金不足をきたした

原因でもある。 

 

 10 借入金に対する元利償還金の資金不足について 

    借入をするときは、返済計画を作成し、それを借入する金融機関に示し了承のう   

えに借入するものである。当時、作成した資料を見ると病院収入をもって償還財源にす

るとのことであるが、実行可能なものだったのかは疑問がある。 

 

 11 職員の退職手当の資金不足について 

    法人の退職金制度は、昭和 53 年に福祉医療機構へ施設職員のみの加入、 

平成 4 年 5 月 職員の退職金は、福祉医療機構と県社協の 2 本立てする。 

平成 4 年 9 月 盛岡商工会議所特定退職金共済制度(特退金)へ病院職員が加入 

施設職員: ①社会福祉施設退職手当共済法(福祉医療機構)、②岩手県社会福祉協議

会民間福祉事業共済規程(県社協)の 2 本立てであり、基本的に持ち出

しはない  

病院職員：①岩手県社会福祉協議会民間福祉事業共済規程(県社協)、②盛岡商工

会議所特定退職金共済制度(特退金)の 2 本立てであり、特退金の掛け

金が福祉医療機構より支払いが少ない場合は差額を支給することと

なる。  

           28 年 3 月末の不足金は 43,545 千円となるものである。 

 

 12 みちのく・みどり学園の資金不足について 

(1)当期資金収支差額 

平成 19 年度 114,355 千円（預金残高 93,355 千円 積立金 21,000 千円） 

平成 20 年度 繰上げ償還 30,000 千円 

平成 22 年度 措置費返還 10,000 千円 

平成 23 年度 本部の病院返済肩代わり 10,000 千円 

平成 25 年度 病院職員移動負担増 10,000 千円(2 年分) 

平成 26 年度 新会計へ移行時の整理 16,000 千円 

平成 26 年度 赤字決算 10,000 千円 

(2)積立金の取り崩し 21,000 千円 

平成 22 年度 4,000 千円の取り崩し 
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            民改費返還（9,999 千円）・ボイラー整備 15,708 千円(補助金 8,000

千円＋みどり 3,854 千円＋病院 3,854 千円) 

平成 25 年度 13,000 千円の取り崩し 

       人件費 9,000 千円（人件費・退職金持ち出し分・病院からの移動人件費） 

       修繕費 2,283 千円（高架水槽等各所修繕・ボイラー整備） 

       備品費 2,000 千円（居室鍵取り付け・防犯カメラ設置） 

     平成 26 年度 4,000 千円の取り崩し  

積み立てが 0 になり当該年度 10,217 千円の赤字 

       暫定 77 名：5,400,000 入所児減：3,000,000 人件費：5,000,000 

       汚水槽等各所修繕・固定資産購入：5,000,000 

     平成 27 年度 積立金 0→赤字 3,000千円(昨年実績だと 14,217 千円の赤字になるが

将来の整備費負担で実質プラス、マイナスでゼロになるが) 

           定員 70 名・地域小規模 2 箇所目開設・幼児入所あり・職員定数半年

間で収入増・支出増 3,000 千円：鐘の館整備・渡り廊下・玄関・地

下タンク費用 

   

※   今後の岩手愛児会の経営改善の具体策は 

１ 通常の運営経費の確保 

   岩手愛児会の経営は、法人の経営方針に沿って各施設の健全な経営を基盤として成り立

っているものと考える。施設の運営に当たっては、各施設相互に連携を図りながら進める

ことが必要であるが、各施設間の制度的制約があって財政的な支援は困難なことから各施

設は独立採算を原則に経営の健全化を進めることが必要である。 

 

２ みどり学園、こども病院等の施設整備 

（法人の中・長期計画と連動した整備計画と収支計画の策定） 

   老朽化、狭隘化しているみどり学園、こども病院の改築を早急に進めなければならない

現状にある。両施設とも整備計画とこれに関連する今後の収支計画を策定し現在検討中の

中・長期計画に組み入れ、中・長期計画の推進の一環として整備を進めていくこととなる。 

 

３ 整備計画の資金確保と返済計画(各施設・病院の独立運営) 

   施設を整備する場合、第一に資金をどう確保するかである。資金確保の面からは、先ず

自己資金の造成を策定し、自己資金（積立金等）の造成を行うことである。資金の借り入

れを行う場合は、返済計画を十分検討し償還が可能な範囲で借り入れを行うことが必要で

ある。過去に多額の借り入れを行い法人が破産の状態を迎えた時期もあったが、その主な

る原因は上記のことを怠ったことが主なる原因である。今後の施設を整備することになる

が、過去のようなことがないように十分配意する必要がある。 

 

４ 寄付金集めの体制強化 

   先ず、現在、休眠状態になっている後援会「杏の会」を再度復活させて、年会費を毎年

入れていただく体制を作る。その「杏の会」の会員を中心にした募金（寄付金）活動を行

い、法人に専任の職員を１人配置し、寄付金集めの体制強化を図って行くこととする。 
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２ 子ども・子育て関係上位計画 

 

（１）岩手県保健医療計画 2013－2017 

    （平成 25 年 3 月） 

 

第 4 章 保健医療提供体制の構築 

第 2 節 良質な医療提供体制の整備、医療機関の機能分担と連携の推進 

 3 良質な医療提供体制の整備 

（8）小児救急医療の体制 

 【現状】 

  （小児医療に関わる医師の状況） 

○ 平成 12 年から平成 22 年までの間、本県における小児科医（主たる診療科名、以下同

じ。）の数は 134 人から 128 人とほぼ横ばいとなっています。 

 

○ 二次保健医療圏ごとに小児科医師数（15 歳未満の人口 10 万対）を比較してみると、

盛岡保健医療圏に集中している一方、久慈、胆江保健医療圏が少なくなっています。 

 

（小児の疾病構造） 

○ 本県における 1 日当たりの小児患者数は、近年は、入院で約 400 人、外来で約 6,200

人と推計されています。 

 

○ 小児患者の入院については、喘息をはじめとする呼吸器系の疾患のほか、周産期に発

生した病態や神経系の疾患が多く、外来については、急性上気道感染症をはじめとする

呼吸器系の疾患が多くなっています。 

 

（小児の死亡の状況） 

○ 本県の平成 23 年の乳児死亡率（出生千対）は 4.6（全国 2.3）、乳幼児死亡率（5 歳未

満人口千対）は 2.46（全国 0.69）、小児（15 歳未満）の死亡率（15 歳未満人口千対）

は 1.18（全国 0.31）といずれも東日本大震災津波の影響もあり、全国を大きく上回って

います。 

 

○ 小児（15 歳未満）の死亡率については、全国が平成 17 年、平成 23 年いずれも 0.31

と横ばいなのに対し、本県は平成 17年の 0.33から平成 22年の 0.34まではほぼ横ばい、

平成 23 年は東日本大震災津波の影響もあり 1.18 と大幅な上昇となっています。 

 

（小児救急医療の状況） 

○ 本県の平成 23 年における救急搬送人員数（46,763 件）のうち、18 歳未満の者が占め

る割合は 6.6%（3,063 件）となっています。 

 

○ 小児救急患者については、一般に、入院救急医療機関（第二次小児救急医療機関）を

訪れる患者のうち、9 割以上は当日のうちに帰宅する軽傷者であることが指摘されてい

ます。このような小児救急における受療行動には、核家族化の進展や夫婦共働き家族の
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増加といった家庭環境等の変化に加え、保護者による専門医志向、病院志向が大きく影

響しているものと考えられます（日本医師会「小児救急医療体制のあり方に関する検討

委員会報告書」。 

 

○ 救急搬送された小児患者については、全国で 75.0%、本県全体で 65.2%の者が軽症者

とされています。二次保健医療圏ごとに小児救急搬送患者のうち軽症者の占める割合を

比較すると、久慈、釜石、二戸、気仙保健医療圏が高く、宮古、両磐、胆江保健医療圏

が低くなっています。 

 

○ 小児救急医療機関における診療については、平日の夕刻から準夜帯（18 時から 23 時

まで）にかけて増加傾向にあり、さらに土・日に受診者が多くなるなど時間外受診が多

いことが指摘されています（平成 16 年厚生労働科学研究「小児救急医療における患者・

家族ニーズへの対応策に関する研究」）。 

 

（小児救急医療） 

 イ 第二次小児救急医療 

 ○ 盛岡保健医療圏において、市町村が主体となって、小児救急医療体制の整った病院群

（５病院）が輪番制方式により、休日・夜間等における入院治療を必要とする小児重症

救急患者を受入れる小児救急医療支援事業を実施しています。また、他圏域からの小児

救急患者を受入れるためのベッドを確保する小児救急医療受入態勢整備事業にも取り組

んでいます。 

 

【求められる医療機能等】 

 ○ 小児の急変時の対応を支援するため、休日や夜間における小児の急病等に関する相談

体制を構築し、保護者等に受療行動について助言するとともに、その不安を解消する施

策を講ずることが求められます。 

 

 ○ 患者の症状に応じて、初期・第二次・第三次の各小児救急医療機関が対応することで、

24 時間 365 日体制で適切な小児救急医療を提供することが求められます。 

 

【課題】 

 （小児救急医療体制の整備・充実） 

 イ 第二次小児救急医療 

 ○ 第二次小児救急医療体制である小児救急輪番体制については、現在輪番制を敷いてい

る盛岡保健医療圏の取組を引き続き支援する必要があります。 

 

【施策】 

 〈施策の方向性〉 

 ○ 保護者等を対象とした相談機能の運営に引き続き取り組むとともに、救命救急センタ

ーや小児救急輪番制など患者の症状等に対応した小児救急医療の提供を推進します。 

 〈主な取り組み〉 

 （小児救急医療体制の整備・充実） 
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 イ 第二次小児救急医療 

 ○ 小児救急輪番制を導入している盛岡保健医療圏における運営支援を引き続き行うとと

もに、他保健医療圏からの小児救急患者を受入れるためのベッドを確保する取組を実施

します。 

 

第 4 節 地域保健医療対策の推進 

 1 障がい児・者保健 

 【現状と課題】 

 ○ 各種検診等で発見された障がい児あるいは障がいが疑われる子どもが、早い時期から適

切な療育サービスが受けられるとともに、子どもの発達や障がい、育児等に不安を抱える

保護者が、早期に適切な相談や支援を受けられるようにしていくことが重要であり、保育

所や幼稚園、市町村の療育教室や児童発達支援事業所などによる療育体制の充実とその支

援が求められます。 

 

 ○ さらに、呼吸管理を中心に濃厚な医療やケアを常時必要とする超重症児等の受入れ等に

よる支援ニーズが高まっており、対応する医療機関の充実や支援体制の整備が必要です。 

   また、県内のどの地域においても早期の医学的診断や専門的な医療を提供していくため

にも、県立療育センターと関係医療機関との連携を強化していくことが重要です。 

 

 【課題への対応】 

 ○ 障がいの早期発見と相談支援体制の充実に向けて、市町村保健師等検診従事者を対象と

した研修等を実施するとともに、県立療育センターの地域支援機能を強化し、巡回相談

や各種研修の充実を図り、地域療育を担う人材の育成、資質の向上に取り組みます。 
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『岩手県保健医療計画 2013-2017』平成 25 年 3 月岩手県,p253 
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（２）岩手県子ども・子育て支援事業計画 

   （平成 27 年 3 月） 

 

 ５ 専門的な知識・技術を要する支援 

 （2）社会的養護体制の充実 

    社会的養護の体制整備については、虐待を受けた子ども、障がい児等特別な支援が必

要な子ども、DV 被害の母子等の増加に対応して、質・量ともに充実を図る必要があり

ます。このため、社会的養護は、できる限り家庭的な養育環境で行われることを目指し、

原則として家庭養護（里親及び小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）で行う

養護をいう。以下同じ。）を優先するとともに、本体施設養護（児童養護施設、乳児院等

で行う養護をいう。以下同じ。）もできる限り家庭的な養育環境の形態としていく必要が

あります。 

    具体的には、今後 15 年で、社会的養護の形態（児童養護施設、乳児院及び家庭的養

護に限る。）について、全ての児童養護施設及び乳児院を小規模グループケア化するとと

もに、本体施設養護、グループホーム養護（地域小規模児童養護施設及び分園型小規模

グループケアで行う養護をいう。以下同じ。）及び家庭養護をおおむね３分の１ずつの割

合にしていくことを目標として必要事業量を設定するとともに、次の基本的な方向性に

沿って社会的養護体制の整備を計画的に推進し、質の高いケアを目指します。 

 

   ア 家庭的養護の推進 

   （ｱ）里親委託等の推進 

    ○ 家庭的な養育環境を充実するため、里親委託については委託率を設定し、里親へ

の委託を推進します。里親支援については、児童相談所が中心となり、市町村や児

童養護施設等と連携し、里親の研修、相談支援、相互交流等を行ないます。また、

里親の開拓及び里親支援の充実のため、地域や関係機関の理解と協力を得られるよ

う市町村等と連携して取り組むほか、小規模住居型児童養育事業も促進します。 

 

   （ｲ）施設の小規模化及び地域分散化の推進 

    ○ 児童養護施設及び乳児院が策定した「家庭的養護推進計画」に対する技術的な助

言を行なうとともに、県が策定した「岩手県家庭的養護推進計画」に基づき、本体

施設、グループホーム等の整備について地域の実情に即した取組を推進するため、

社会福祉法人が運営する児童養護施設等の改築・改修や運営に係る経費について支

援します。 

 

   イ 専門的ケアの充実及び人材の確保・育成 

    ○ 虐待を受けた子ども等の安定した人格形成や精神的回復等のため、各施設への家

庭支援専門相談員、里親支援専門相談員、心理療法担当職員等、職員配置の促進な

ど専門的ケア体制の整備や、基幹的職員研修への参加等、施設職員の技術向上のた

めの取組を支援します。 

    ○ 岩手県福祉人材センターなどを活用しながら社会的養護の担い手となる施設職員

の確保について支援するとともに、施設職員の資質向上を図るための研修の充実を

図ります。 
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   ウ 自立支援の充実 

    ○ 児童養護施設や児童自立支援施設退所児等の相談援助や就労支援など自立に向け

た支援の充実を図るため、施設退所児が気軽に相談できるような雰囲気づくりにつ

いて支援するとともに、今後の利用見込み等の動向を踏まえながら、自立援助ホー

ムの整備の必要性を検討します。 

 

   エ 家庭支援及び地域支援の充実 

    ○ 家族支援機能を強化するため、児童相談所と児童家庭支援センター等関係機関の

役割分担及び連携を推進するとともに、虐待の再発防止や親子関係再構築に向けた

保護者への指導・支援を推進します。 

    ○ 地域支援の充実のため、施設による地域の里親等への支援や子育て短期支援事業

等を活用した子育て家庭への支援を促進します。 

 

   オ 子どもの権利擁護の推進 

    ○ 子どもの権利擁護の強化を図るため、「いわてこどものけんりノート」を活用しな

がら子どもや施設職員に対して子どもの権利の重要性の周知を図るとともに、子ど

もの権利に配慮したケアの質の向上のための取組等を進めます。 

    ○ 被措置児童等虐待に関する通告等があった場合や、被措置児童に対する虐待があ

った場合は、「岩手県被措置児童等虐待対応マニュアル」に基づき、児童の安全確

保と施設等に対する対応について迅速に進めます。 

    ○ ケアの質の向上を進めるため、施設ごとの施設運営指針や里親等養育指針に沿っ

た取組を促進するとともに、福祉サービス第三者評価の受審を支援します。 

 

 （4）障がい児施策の充実等 

   ア 療育支援ネットワークの構築 

      障がい児に対して、市町村における保健、医療、福祉、教育等の各種施策が体系

的かつ円滑に実施されるよう、岩手県障がい者自立支援協議会療育部会及び岩手県

立療育センターが地域自立支援協議会療育関係部会との連携を図り、地域療育支援

ネットワークの構築と機能の充実を図ります。 

      また、岩手県立療育センターと他の医療機関との機能連携を推進し、ネットワー

ク内の医師の協力・連携による医療体制の構築を図ります。 

 

   イ 施設入所サービスの提供体制確保 

      障害児入所施設については、各地域で、ニーズに対応した療育が受けられるよう、

入所児童等のニーズの動向を注視しながら、定員数の調整を図るとともに、重症心

身障がい児への対応については、岩手県立療育センターが中核となり、入所施設や

医療機関との連携による支援ネットワークの構築を図ります。 
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（３）岩手県家庭的養護推進計画 

    （平成 28 年 3 月） 

 

 序 

 １ 計画策定の趣旨 

 （1）背景 

  ○ 岩手県では、要保護児童対策として、児童養護施設や乳児院（以下「児童養護施設等」

という。）においてより家庭的な雰囲気での個別ケアに取り組めるよう、施設ケアの小規

模化や心理療法等の専門職員の配置など、社会的養護体制の充実について取り組んでき

ています。 

 

  ○ 一方、国においては、平成 23 年 7 月、社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員

会において「社会的養護の課題と将来像」が取りまとめられ、その中で、社会的養護は

原則として家庭養護を優先とするとともに、施設養護もできる限り家庭的な養育環境の

形態に変えていく必要があるとしています。 

 

  ○ さらに、平成 24 年 10 月、同委員会の「児童養護施設等の小規模化及び家庭的養護の

推進のために」（以下「小規模化等の手引き」という。）の取りまとめを受けた厚生労働

省において、各児童養護施設等で「家庭的養護推進計画」を策定するとともに、都道府

県では「都道府県推進計画」を策定することとされています。 

 

  ○ また、平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災津波は、本県の沿岸部を中心に甚大な

被害をもたらし、94 名の被災孤児及び 489 名の被災遺児を確認しています。被災孤児

の多くは親族里親をはじめとする親族により養護されており、児童の成長に伴う様々な

養育上の課題が懸念されています。 

 

 （2）趣旨 

    このような状況を踏まえ、本県の児童養護のあるべき姿を提示し、計画期間における

目標を設定するとともに、児童養護施設等の小規模化や地域分散化、里親や小規模住居

型児童養育事業（以下「ファミリーホーム」という。）における家庭的養護を具体的かつ

計画的に推進するため、岩手県家庭的養護推進計画（以下「計画」という。）を策定しま

す。 

 

 ２ 計画の性格 

   計画は、平成 24 年 11 月 30 日付け雇児発 1130 第 3 号「児童養護施設等の小規模化及び

家庭的養護の推進について」（厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を踏まえ、各児童

養護施設等で策定する「家庭的養護推進計画」を基に策定した県推進計画であり、また、

子ども・子育て支援法第 62 条第 2 項に定める都道府県子ども・子育て支援事業計画の社

会的養護の施策に関する事項の一部に本計画を反映させています。 

 

 ３ 計画の期間 

   平成 27 年度から平成 41 年度までの 15 か年計画です。 
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 ４ 計画の推進 

   計画の推進に当たっては、各児童養護施設等の家庭的養護計画の取組み状況が非常に重

要であることから、児童養護施設、乳児院、里親会、学識経験者で構成する「岩手県家

庭的養護推進検討会」において、毎年度、進捗状況を確認するとともに、５年ごとに評

価し、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

第３章 計画の推進 

 第２ 各期における具体的な取組み 

    各期における具体的な取組計画は次のとおりです。 

    なお、施設における取組計画のうち施設の新設や増改築を伴うものは、施設における

予算確保等のほか、国の予算や事業採択との兼ね合いがあるため、各年度の国等との協

議の結果を踏まえて実施されることとなります。 

  1 第 1 期（平成 27 年度～平成 31 年度） 

  (1) 施設における取組計画 

年度 取 組 計 画 

H27 和光学園：定員削減 

青 雲 荘：定員削減 

清光学園：定員削減 

みちのくみどり学園：地域小規模児童養護施設新設・定員削減 

H28 青 雲 荘：分園型小規模グループケア新設・定員削減 

大洋学園：地域小規模児童養護施設改築 

みちのくみどり学園：本体施設小規模化改築（～29 年度）・定員削減 

H29 大洋学園：分園型小規模グループケア増改築 

H30 和光学園：本体施設小規模化改築・定員削減 

大洋学園：本園型小規模グループケア廃止・分園型小規模グループケア新設 

清光学園：本体施設小規模化改築 

H31 和光学園：本体施設小規模化改築 

一関藤の園：地域小規模児童養護施設新設・定員削減 

みちのくみどり学園：分園型小規模グループケア新設・定員削減 

  (2) 県における取組計画 

区分 取 組 計 画 

施設の小

規模化の

推進 

人員関係 ・児童指導員等の専門職員確保への支援 

・職員給与や職員配置基準の引き上げの働きかけ 

・施設職員に対する研修体制充実のための体系的な人材育成プ

ログラムの検討 

・児童養護施設等の職員人材確保事業の検討及び労働環境等の

情報提供 

施設整備関

係 

・建築基準法や消防法の基準緩和等の弾力的な運用の働きかけ 

・施設の小規模化のための新設・増改築に係る経費の支援 

関係機関と

の連携関係 

・児童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設及び児童家庭支

援センター等と児童養護施設との連携体制の強化の検討 
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里親・フ

ァミリー

ホームへ

の委託推

進 

運営関係 ・施設ごとの担当里親の整理 

・里親制度の周知 

・里親支援専門相談員配置基準の緩和の働きかけ 

・ファミリーホームの県外調査の支援 

・住宅改修費や運営費等の補助制度の検討 

研修関係 ・里親や里親支援専門相談員の研修体系の検討 

・研修による里親のスキルアップ 

 

  2 第 2 期（平成 32 年度～平成 36 年度） 

  (1) 施設における取組計画 

年度 取 組 計 画 

H32  

H33 和光学園：分園型小規模グループケア新設・定員削減 

H34 清光学園：本園型小規模グループケア廃止 

H35  

H36 大洋学園：本園型小規模グループケア廃止・定員削減 

一関藤の園：本園型小規模グループケア廃止・定員削減 

みちのくみどり学園：本園型小規模グループケア新設・定員削減 

  (2) 県における取組計画 

区分 取 組 計 画 

施設の小

規模化の

推進 

人員関係 ・児童指導員等の専門職員確保への支援 

・職員給与や職員配置基準の引き上げの働きかけ 

・施設職員に対する研修体制充実のための体系的な人材育成プ

ログラムの検討 

・児童養護施設等の職員人材確保事業の実施及び労働環境等の

情報提供 

施設整備関

係 

・建築基準法や消防法の基準緩和等の弾力的な運用の働きかけ 

・施設の小規模化のための新設・増改築に係る経費の支援 

関係機関と

の連携関係 

・児童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設及び児童家庭支

援センター等と児童養護施設との連携体制の強化の実施 

里親・フ

ァミリー

ホームへ

の委託推

進 

運営関係 ・施設ごとの担当里親の整理 

・里親制度の周知 

・里親支援専門相談員配置基準の緩和の働きかけ 

・ファミリーホーム開設支援 

研修関係 ・里親や里親支援専門相談員の研修体系の検討 

・研修による里親のスキルアップ 

関係機関と

の連携関係 

・里親、里親支援専門相談員、市町村、児童相談所等関係機関

との連携の検討 

 

  3 第 3 期（平成 37 年度～平成 41 年度） 

  (1) 施設における取組計画 
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年度 取 組 計 画 

H37  

H38 和光学園：地域小規模児童養護施設新設・定員削減 

H39  

H40 清光学園：本園型小規模グループケア廃止・地域小規模児童養護施設新設・定員

削減 

H41 青雲荘：本園型小規模グループケア廃止・分園型小規模グループケア新設 

一関藤の園：本園型小規模グループケア廃止・地域小規模児童養護施設新設 

みちのくみどり学園：定員削減 

  (2) 県における取組計画 

区分 取 組 計 画 

施設の小

規模化の

推進 

人員関係 ・児童指導員等の専門職員確保への支援 

・職員給与や職員配置基準の引き上げの働きかけ 

・施設職員に対する研修体制充実のための体系的な人材育成プ

ログラムの検討 

・児童養護施設等の職員人材確保事業の実施及び労働環境等の

情報提供 

施設整備関

係 

・建築基準法や消防法の基準緩和等の弾力的な運用の働きかけ 

・施設の小規模化のための新設・増改築に係る経費の支援 

関係機関と

の連携関係 

・児童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設及び児童家庭支

援センター等と児童養護施設との連携体制の強化の見直し 

里親・フ

ァミリー

ホームへ

の委託推

進 

運営関係 ・施設ごとの担当里親の整理 

・里親制度の周知 

・里親支援専門相談員配置基準の緩和の働きかけ 

・ファミリーホーム開設支援 

研修関係 ・里親や里親支援専門相談員の研修体系の検討 

・研修による里親のスキルアップ 

関係機関と

の連携関係 

・里親、里親支援専門相談員、市町村、児童相談所等関係機関

との連携の実施 
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（３）盛岡市子ども・子育て支援事業計画 

    （平成 27 年 3 月） 

 

第４章 施策の展開 

 １ 教育・保育提供区域の設定 

 (１)提供区域の設定の考え方 

   ニーズ調査等を踏まえた量の見込みと確保方策の策定に当たっては、保護者や子どもが

居宅から容易に移動することができ、質の高い教育・保育及び子育て支援の提供を受ける

ことができるよう、地理的条件、人口、交通事情その他の社会条件など地域の実情に応じ

て提供区域を設定することとなっています。 

 

 ⑥ 病児・病後児保育事業 

 ⑦ 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

   一時的、不定期に利用する事業であり、一定の区域内に利用者を特定することが困難で

あることから、市全域を提供区域に設定します。 

 

 ２ 基本目標ごとの事業内容 

  基本目標１ 全ての子どもが健やかに育つ環境づくり 

   全ての子どもの健やかな育ちを保障していくためには、発達段階に応じた質の高い教

育・保育及び子育て支援を提供することが重要です。 

   認定子ども園や幼稚園、保育所、放課後児童クラブなどの量と質を確保し、安全で安心

して過ごせる居場所として、それぞれの成長に応じた適切な教育・保育が行われるよう、

各施設と連携を密にし、安定的な運営に向けた財政支援などに努めます。 

   また、児童虐待や発達障がいなど特別な支援を必要とするこどもについても適切な対応

や支援を一層推進し、全ての子どもが健やかに育つ環境づくりを進めます。 

 

  実施施策(1) 幼児期の教育・保育の充実 

  (5) 多様なニーズに対応する教育・保育サービスの提供 

  ウ 病児・病後児保育事業（病児対応型・病後児対応型） 

    病気や病後の子どもを保護者が家庭で保育できない場合に、病院に付設された専用ス

ペースなどにおいて、看護師等が一時的に保育を行う事業であり、現在、市内３箇所で

実施しています。 

    計画期間の量の見込みは、年間の受入れ可能数（約 4,320 人（定員 6 人×3 施設×約

240 日））からみると、量の見込に対応できる提供体制を確保していますが、感染症の

流行などにより一時的に利用できない場合があるほか、ニーズ調査においては「自宅の

近くに病児保育施設がほしい」という要望があります。今後は、病児保育の定員枠拡大

等について、地域的なバランスと利用のしやすさを考慮しながら、ファミリー・サポー

ト・センター事業との連携を含めて、今後のあり方について検討を進め、その結果を踏

まえて関係機関に働きかけを行います。 

 

 

 



65 

 

     病児・病後児保育事業（病児対応型・病後児対応型）における必要な量の見込み 

（単位：人） 

区分 平成 25 年度実績 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

市全域 延利用人数 2,067 2,344 2,322 2,307 2,281 2,253 

 

基本目標２ 安心して産み、育てられる環境づくり 

   妊娠、出産、子育てに関する負担や不安、孤立感を軽減し、安心して子どもを産み育て

られるとともに、保護者がしっかりと子どもと向き合い、子どもの成長に喜びや生きがい

を感じながら子育てを楽しみ、子どもの育ちを支えることができる環境づくりを進めます。 

 

  実施施策(1) 母子保健の充実 

  (5) 小児医療の充実 

    産科・小児医療体制は、安心して子どもを産み、健やかに育てるための環境づくりの

基盤となるものであることから、特に初期救急医療である市夜間急患診療所及び在宅当

番医制の維持、休日夜間における入院治療を必要とする重症患者の医療を確保するため、

小児救急輪番制病院について充実に努めます。 

 

  実施施策(2) 子育て世帯への支援の充実 

  (4) 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

    保護者が疾病等の理由により家庭において子どもを養育することが一時的に困難とな

った場合や保護者が仕事その他の理由により平日の夜間又は休日に不在となり家庭にお

いて子どもを養育することが困難となった場合に、児童養護施設等で一時的に養育し、

子ども及びその家庭への子育て支援を図ります。 

    計画期間の量の見込みは、次表のとおりで、現在、市内５箇所で実施しており、平成

25 年度（2013 年度）の実績はショートステイが 135 人、トワイライトステイが 8 人とな

っています。事業を行う施設は年間を通じて受入れ（１日１人の利用と仮定すると 365 人

の受入れが可能）をしており、今後も、現行の体制により対応します。 

 

  子育て短期支援事業における必要な量の見込み 

  ○ショートステイ 

（単位：人） 

区分 平成 25 年度実績 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

市全域 延利用人数 135 175 174 172 169 167 

  ○トワイライトステイ 

（単位：人） 

区分 平成 25 年度実績 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

市全域 延利用人数 8 14 14 14 14 14 
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（４）情緒障害児短期治療施設運営方針 

    （平成 24 年 3 月 29 日） 

 

第Ⅰ部 総論 

３．情緒障害児短期治療施設の役割と理念 

（１）情緒障害児短期治療施設の役割 

  ・情緒障害児短期治療施設（以下、情短施設と記す。）は、児童福祉法第 43 条の 5 の規定

に基づき、軽度の情緒障害を有する児童を、短期間、入所させ、又は保護者のもとから

通わせて、その情緒障害を治し、あわせて退所したものについて相談その他の援助を行

うことを目的とする施設である。 

  ・また、第 48 条の 2 の規定に基づき、地域の住民に対して児童の養育に関する相談に応

じ、助言を行うよう努める役割も持つ。 

  ・情短施設における心理療法及び生活指導は、児童の社会的適応能力の回復を図り、施設

を退所した後、健全な社会生活を営むことができるように行う。 

  ・治療は、心を癒す体験を積み上げながら、健全な社会生活を営むことができるようにな

ることを目指して行う。 

  ・生活指導は、治療的観点から、児童の自主性を尊重しつつ、安定した生活の場を提供し、

基本的生活習慣を確立するとともに豊かな人間性及び社会性を養い、かつ、将来自立し

た生活を営むために必要な知識及び経験を得ることができるように行う。 

  ・学校教育、学習指導は、児童がその適性、能力等に応じ、主体的に学習に取り組むこと

ができるよう、特別な支援を行う学校教育の場を用意して行う。 

  ・家庭環境の調整は、児童の家庭の状況に応じ、親子関係の緊張を緩和し、親子関係の再

構築等が図られるように行う。 

 

（２）情緒障害児短期治療施設の運営理念と「児童心理治療施設」の通称 

  ・情短施設は、心理的困難や苦しみを抱え日常生活の多岐にわたり生きづらさを感じて心

理治療を必要とする子どもたちを入所又は通所させて治療を行う施設である。入所治療

は原則として数か月から２～３年程度の期間とし、家庭復帰、児童養護施設などへの措

置変更を行い、通所、アフターケアとしての外来治療を行いながら地域で生活していく

ことを支援していく。 

  ・「情緒障害児短期治療施設」という名称に関して、本来「情緒をかき乱されている」とい

った意味の英語 emotionally disturbed を「情緒障害」と訳したため、どういう子ども

を表すのかが伝わりにくい。障害という言葉で心理的な困難を抱える子どもたちを表し

てよいのか、また、子どもたちや家族がその名称を嫌うなどの問題がある。また、平均

在所期間が 2 年半を超えている現状で「短期」と名乗ることが誤解を与える。 

  ・このような理由から、名称変更を求める意見が多く、当面、「児童心理治療施設」という

通称を用いることができることとする。 

 

 

 

 

  



67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 岩手愛児会 

中・長期経営計画 

平成 28 年 12 月 1 日 

 

発行：社会福祉法人岩手愛児会 

   岩手県盛岡市上田字松屋敷 11－14 

TEL019－662－5696 

FAX 019－662－7185 

ホームページ http://www.aiji.or.jp/ 



 


